
うち２４年度以降
も継続して実施す
る項目数

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｂ) (Ｅ) (Ｇ) (Ｈ) (Ｉ)

(１)市民に優しい
　質の高い行政
　サービスの提供

19 0 19 19 6 100% 0 6 4 10 23

(２)職員の意識改革
　と人材育成 18 0 18 18 18 100% 0 18 0 18 18

(３)スピード感を
　持った効果的な
　行財政運営の推進

37 8 45 37 29 82% 8 29 3 40 48

(４)民間力の
　さらなる活用 7 1 8 7 2 88% 1 2 4 7 12

(５)市民との協働
　の推進 19 1 20 19 18 95% 1 18 0 19 20

(６)社会貢献活動
　の充実 12 0 12 12 12 100% 0 12 0 12 12

合　　計 112 10 122 112 85 92% 10 85 11 106 133

（参考）
２４年度当
初の総計画

項目数

(Ｃ)＋(Ｇ)

進捗率

(Ｄ)／(Ｃ)

２３年度までの実施状況 ２４年度以降の実施計画

合計

(Ｂ)＋(Ｅ)
＋(Ｇ)

新たに追加
する項目

２４年度以
降の計画項

目数
(再掲)

２４年度以
降も継続し
て実施する

項目数
（再掲）

重点取組事項 ２３年度ま
での計画項

目数

２４年度以
降の計画項

目数

２３年度までに実施した項目数

２３年度末における５年間
(22～26年度）の総計画項目数

合計

鹿児島市行政改革実施計画 （平成２３年度実施状況 ・ 平成２４年度以降実施計画）

資料 ２



　

(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26
№ 実施の効果・課題取組の概要区分 23年度の実施状況項目名

実施スケジュール
分類番号所管課24年度以降の計画

◎市民課

住民異動に伴う国保、年金、福祉等の一連の手続きが基
本的に1つの窓口でできるワンストップ窓口の実現に取
り組み、市民の利便性の向上を図る。

【23年度実施済み】

検討
・

準備

現在、戸籍、住民票、印鑑登録証明の3種類に分かれて
いる交付請求書を一本化し、記載方法の簡素化など、市
民サービスの向上のほか、紙資源の節約を図る。

【23年度実施済み】

検討
・

準備
実施

ワンストップ
窓口の構築

実施

ワンストップ窓口によるサービスを開始した。
・開設日　23年10月3日
・取扱手続　35手続
・取扱件数　7,369件（開設日～24.3末）
開設までの取組
・マニュアル作成
・窓口整備（レイアウト変更、
　ローカウンター設置、番号発券機等の導入）
・窓口案内表示の見直し
・職員研修の実施　　　　など

【効果】
各種手続きが迅速化するとともに、
きめ細かな質の高い窓口サービスを
提供できるようになった。

【課題】
・窓口受付・事務処理の迅速化
・職員の資質向上

1

1

- 3

市民課

新規

H23完
了

新規

H23完
了

新規

H23完
了

新規

H23完
了

4

5

検討
・

準備
実施

こどもと女性
に関する各相
談室の統合

23年4月1日から、これまでの3相談室（家庭児童相談
室、女性相談室、母子自立支援室）を統合して「こども
と女性の相談室」を開設した。

- 4

- 19

20

相談者に対して、優しく効率的な相談体制を整備し、相
談者が相談室を移動することがないよう相談室を統合
し、相談者の利便性向上を図る。

【23年度実施済み】

【効果】
母子家庭等の相談において、複数の
相談がある場合でも相談室を移動す
る必要がなくなり、利便性が向上し
た。

【課題】
・市民への周知広報

1

これまで毎年度当初に資格認定申請が必要だったもの
を、更新制に改め、前年度利用者は申請を省略すること
とした。（障害福祉課は23年度は葉書での意思確認を行
い、24年度から更新制とする。）

こども福祉課

1 -

【効果】
申請者の負担が軽減したほか、認定
申請漏れが防止された。また、窓口
の混雑が解消され、事務が効率化し
た。

長寿支援課
(高齢者福祉
課)
障害福祉課
(障害者福祉
課)

紙おむつ等助
成事業の資格
認定申請の簡
素化

検討
・

準備
実施

ワンストップ窓口の開設にあわせて、戸籍、住民票、印
鑑登録証明、税証明の交付請求書を一本化した。

戸籍、住民
票、印鑑登録
証明交付請求
書の一本化

当事業の資格認定にあたり、申請手続を更新制に改め、
申請者の負担軽減や窓口の混雑解消、事務の効率化を図
る。

【23年度実施済み】

【効果】
記載項目の重複を解消するなど、市
民サービスが向上するとともに、内
部事務が効率化した。

18
長寿支援課
(介護保険課)

認知症の人が住みなれた地域で安心して住み続けるため
に、認知症の相談や周知・広報を行う相談窓口を、市民
に身近な地域福祉館等へ設置し、介護家族等に適切な情
報提供等を行うとともに、精神的な負担軽減を図る。

【23年度実施済み】

【効果】
介護家族等の精神的な負担が軽減さ
れるとともに地域住民に対する認知
症の正しい知識の普及・啓発が進ん
だ。

【課題】
・市民への周知広報

認知症の相談や周知・広報を行う相談窓口を、市民に身
近な地域福祉館等に設置した。
・窓口設置箇所数　33箇所
・来所者数（延べ）　242人

1 -

1

2

検討
・

準備
実施3

新規

H23完
了

認知症相談窓
口の設置

H22追

H22追

H22追

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 1



　

(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26
№ 実施の効果・課題取組の概要区分 23年度の実施状況項目名

実施スケジュール
分類番号所管課24年度以降の計画

学校教育施設として510室、社会教育等として62室を活
用した。
（全余裕教室数　572室）

実施 ⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒ ◎市民課

⇒ ⇒

住民異動等のシーズンにおいて、平日の開設時間の延長
及び土・日曜日の窓口の開設を行った。
・23年3月25日(金)～4月7日(木)の14日間
　平日：17時15分～19時
　土日：8時30分～17時15分
・窓口を開設した課　15課

【効果】
市民の利便性の向上や窓口の混雑緩
和など市民サービスが向上した。
・延長した時間帯の取扱件数
　8,671件

【課題】
・来庁者の分散を図るための情報案
内

⇒

引き続き、住民異動等の
シーズンにおいて、窓口開
設時間の延長及び土・日曜
日の窓口開設を行う。
・24年3月24日(土)～4月6
日(金)の予定

- 2

51

1 -
16
17

7

支所機能充実
プランの推進

実施
引き続き、支所機能充実プ
ランに基づく取組を推進す
る。

地域住民に身近な行政サービス拠点である支所につい
て、住民のニーズに迅速かつ的確に対応できる体制の強
化や、地域振興・地域支援の強化など、支所機能のさら
なる充実を図る。

交通局電車事
業課・バス事
業課
船舶局営業課
(船舶部営業
課)

実施 ⇒

継続

学校の長期休業中に、希望する児童生徒に対し、補充的
な学習や水泳教室等を実施した。

⇒

【効果】
8支所に配置している地域振興嘱託員
により支所機能が充実するととも
に、市民に身近な行政サービスを可
能な限り地域できめ細かに対応する
ことが可能となった。

支所機能充実プランに基づく取組を推進した。
・地域振興嘱託員の活用
・地域振興嘱託員会議の開催
・ローカウンター設置、案内板の見直し　など

引き続き、業務改善運動の
中でオフィスレイアウトの
改善に取り組む。

10
継続
実施

⇒ ⇒ ⇒
教育委員会学
校教育課

⇒

⇒

行政管理課

-

⇒
教育委員会学
校教育課・保
健体育課

-

新規

H23完
了

継続

11

「鹿児島市立学校余裕教室活用計画指針」に基づき、児
童生徒の学習指導の充実や地域住民の社会教育の充実な
ど、余裕教室の活用を推進する。

【効果】
児童生徒の学習指導が充実するとと
もに、地域住民の教育・文化活動に
役立てられるなど、市民サービスが
向上した。

【課題】
・活用を推進するための関係部局と
の連携強化

障害者割引の
拡充

（市電・市バ
ス及び桜島
フェリーの項
目を統合）

市電・市バス、桜島フェリー運賃等の割引について、精
神障害者及びその付添人を割引対象者に加え、利用者
サービスの向上を図る。

【23年度実施済み】

23年4月1日から、障害者割引を拡充した。
・友愛パス交付者以外の精神障害者
　割引なし　→　5割引

学校の長期休
業中の施設活
用

【数値目標あ
り】

長期休業中に、各学校において希望する児童生徒を対象
として、補充的な学習や発展的な学習、水泳教室を実施
するとともに、体力向上に向けたプール開放を行う。

【効果】
改善を実施した課において、市民に
分かりやすく、職員にとっても効率
的な職場環境となった。

オフィスレイアウトについて、効率性や動線、市民の入
り易さなどについて、本市の実情にあったレイアウト指
針を策定し、効率的で市民に親しまれる職場環境づくり
を進める。

改善事例
・市民課ワンストップ窓口設置に伴い、1階フロア全体
の案内表示を大きな文字や外国人、障害のある方にも配
慮した分かりやすい表示に見直した。
・こども福祉課の待合入口までの通路に、市民の入り易
さに考慮した分かりやすい案内表示を貼付した。

住民異動等の繁忙シーズンにおいて、利用者の多い窓口
の平日の開設時間の延長及び休日の窓口の開設を行うも
ので、22年3月からは、新たに市民税課・谷山支所税務
課における原付自転車（軽自動車税）の新規・廃車受付
窓口及び資産税課・谷山支所税務課における税証明発行
窓口についても同様に開設時間の延長、休日開設を行
う。

【効果】
精神障害者及びその付添人を割引対
象者に加え、利用者サービスが向上
した。

-

-

住民異動シー
ズンの窓口の
開設時間の延
長、休日開設

引き続き、長期休業中にお
ける学習、水泳教室を実施
する。

【効果】
個別指導により児童生徒の学力・泳
力が向上するともに、2学期以降の意
欲にもつながった。

【課題】
・学校プールにおける監視員の確保
及び降灰対策

1

1

1
各学校の活用状況を調査す
るとともに、引き続き余裕
教室を活用する。

継続
実施

地域振興課
9支所

⇒

1

検討
・

準備
実施

検討
・

準備

11 継続

9

7

8

10

6

オフィスレイ
アウトの改善

学校の余裕教
室の活用

新規

継続

継続

H22追

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 2



　

(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26
№ 実施の効果・課題取組の概要区分 23年度の実施状況項目名

実施スケジュール
分類番号所管課24年度以降の計画

図書館 1 -
検討
・

準備
実施15

検討準
備中

図書館電算シ
ステムの更新

図書館及び公民館図書室で使用している電算システムを
最新の機能を有するシステムに更新することにより、利
用者サービスの向上を図る。

他都市の状況調査並びに業者選定準備及び仕様の検討を
行った。

【効果】
インターネットを介した図書情報の
提供や、パスワード発行、在庫本の
予約、貸出延長等が可能になるほ
か、管内端末やホームページの見や
すさ、使いやすさ等が向上するな
ど、利用者サービスの向上が期待さ
れる。

16
検討準
備中

水道料金等の
基本料金の日
割の導入

より納得しやすい料金制度とするため、上下水道料金の
基本料金について、日割計算により算定できる取扱いに
変更する。

24
24年10月の実施に向けて、
電算システムのプログラム
修正等を行う。

検討
・

準備
実施

【効果】
再診予約制導入診療科を13科から14
科に充実するなど、患者サービスが
向上した。

納税者の利便性の向上と事務の効率化を図るため、市税
の申告等の手続きがインターネットを利用して容易にで
きる地方税電子申告システムを導入する。

【22年度実施済み】

日割の方式や運用方法について検討を行った。
・23年9月　基本料金の取扱変更について、鹿児島市水
道事業及び公共下水道事業経営審議会に諮問
・23年10月　同審議会から答申
・24年3月　鹿児島市給水条例及び鹿児島市下水道条例
の一部改正

【効果】
利用者にとって、より納得しやすい
料金制度の実現が期待される。

【課題】
・お知らせ等帳票類の様式見直し

外来患者の待ち時間について、再診予約制の充実などの
取り組みにより、待ち時間の短縮を図り、患者サービス
の向上を図る。

⇒ ⇒
継続
実施

⇒ ⇒
市立病院医事
課

13-

外来患者の待
ち時間の短縮

【数値目標あ
り】

再診予約制の充実や自動精算機の利用率の向上に取り組
んだ。また、院外処方の実施に向けたワーキンググルー
プを立ち上げ（12月）、検討を行った。

引き続き、自動精算機の利
用を促すなど待ち時間短縮
対策に努めるほか、24年度
から段階的に院外処方へ移
行する。

- 1市民税課

23

実施

【効果】
22年12月からの電子申告・申請の受
付開始により、来庁が不要となり、
受付も21時まで可能となるなど、納
税者の利便性が向上するとともに、
システムによる受付に伴い窓口業務
等が効率化された。

水道局経営管
理課・営業
課・収納課

-

1 -

-

継続

検討準
備中

H22完
了

市税の電子申
告の導入

市民の利便性向上を図るため、市役所の開庁時間以外に
おいても、住民基本台帳カードを利用してコンビニエン
スストアで住民票の写しなどを取得できるシステムの構
築を行う。

コンビニ交付の仕組み、他都市の状況、システムの機能
要件、開発・運用費等について調査、検討を行った。

【効果】
市民の利便性向上、市役所窓口の待
ち時間短縮が期待される。

【課題】
・住民基本台帳カードの普及促進
・市民への周知広報

25年度中のサービス開始に
向け、24年度はシステム構
築を行う。

1

1

25年2月のシステム稼動に
向け、開発業者等の選定や
システム開発を行う。

17

実施

24年6月に供用開始

12

13
住民票等のコ
ンビニ交付シ
ステムの構築

実施 1
事業スキームの検討や、設置場所の選定、関係者との協
議など、設置に向けた準備を行った。

【効果】
3施設が統合されることで、来街者が
様々なサービスを同時に受けられる
ようになり、利便性の向上が期待さ
れる。

【課題】
・利用しやすい場所の選定
・効果的な情報発信の方策

21⇒

情報システム
課
市民課
資産税課

1
検討
・

準備

14
検討準
備中

街なかサービ
ス施設の設置

これまでの「特産品と観光の情報ステーション」、「織
姫館」、「まちなかサロン」の3施設の機能を統合し、
新たに特産品の情報発信、観光案内、トイレ・ベビー
カーの貸出等を行うサービス施設を設置、運営する。

22
産業支援課
(中心市街地活
性化推進室)

検討
・

準備

H23追

H23追加

H23追

H23追

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 3



　

(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26
№ 実施の効果・課題取組の概要区分 23年度の実施状況項目名

実施スケジュール
分類番号所管課24年度以降の計画

【効果】
電話交換を経由せずに、用件先へ直
接電話をかけることができるように
なり、市民の利便性が向上するとと
もに事務が効率化した。

保健所（中央保健センターを含む）において、現在の代
表電話方式に加え、新たに各課・係等の電話にダイヤル
イン機能を設けることにより、市民の利便性の向上及び
事務の効率化を図る。

【22年度実施済み】

【効果】
子育てサロンの開催や異世代間の交
流事業など地域の会議等に利用され
るなど、市民サービスが向上した。

- 14
船舶局営業課
(船舶部営業
課)

9保健総務課

実施 1

病院機能評価
の認定

【効果】
病院の現状を客観的に把握し、問題
点を改善したことにより、医療の質
が向上するとともに、効果的なサー
ビスへと改善された。

病院の現状を客観的に把握し、医療の質の向上と効果的
なサービスの改善を図るために、財団法人日本医療機能
評価機構が実施する「病院機能評価」を22年度に受審
し、認定を目指す。

【22年度実施済み】

H22完
了

【効果】
窓口及び電話応対等の待ち時間が短
縮し、休日等の体制が充実するな
ど、利用者サービスが向上した。

H22完
了

営業課窓口の
充実

桜島港フェリーターミナルの営業課窓口において、旅客
車両回数券の販売や各種案内等を行う嘱託員を配置し、
窓口の充実を図る。

【22年度実施済み】

- 12実施
市立病院総務
課

1

実施 1 -

1
長寿支援課
(高齢者福祉
課)

谷山支所総務
課

H22完
了

フロアマネー
ジャーの設置

谷山支所における総合的な案内業務をよりスムーズに行
うため、谷山支所庁舎1階にフロアマネージャーを兼ね
た総合案内人を配置する。

【22年度実施済み】

H22完
了

H22完
了

高齢者福祉セ
ンター等の利
用対象者の拡
大

【数値目標あ
り】

保健所へのダ
イヤルイン導
入

高齢者福祉センター東桜島・桜島・松元・郡山、喜入老
人憩の家、すこやかランド石坂の里における浴室を除く
施設について、高齢者の利用を優先としつつ、高齢者以
外の市民に利用対象者を拡大する。

【22年度実施済み】

- 15

【効果】
来庁者に対する適切な案内や市民課
などへ提出する申請書等の記載補助
を行うなど、市民サービスが向上し
た。

実施 1

1
H22完
了

23 実施

よりみちク
ルーズの本格
実施に伴う利
便性向上

よりみちクルーズの本格実施にあたり、運航期間を拡充
するほか、新たに鹿児島港乗船券発売所に嘱託員を配置
し予約受付や誘導等を行うなど、利便性の向上を図る。

【22年度実施済み】

【効果】
乗船券発売時における窓口及び電話
応対等が円滑化するなど、利用者
サービスが向上した。

船舶局営業課
(船舶部営業
課)

- 8

- 6

実施

21

22

18

19

20

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 4



　

(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26

18⇒ ⇒
リサイクル推
進課

2

【効果】
職員の能力や適性を発揮できる機会
を提供することにより、職員の士気
高揚や、新たな人材の発掘、新規プ
ロジェクト等の円滑な遂行、組織の
活性化等が期待される。

【効果】
全体の奉仕者としての使命や職責意
識が徹底され、市職員としての心構
えと自覚を再認識した。

【課題】
・研修後職場内でのフィードバック

4

5

6

№

1

2

3

【効果】
職員をより客観的、公正に評価し、
評価結果の本人への開示、適切な指
導、助言等を行うことで、職員の資
質・能力の向上並びに意欲を高める
ことにより、組織の活性化及び市民
サービスの向上が期待される。

【課題】
・制度の周知及び客観性・信頼性の
向上

弁護士等を講師に招き、事例紹介などを通して公務員と
しての倫理的な行動のあり方等について研修を実施し
た。

引き続き、ごみの減量化・
資源化意識の向上を図るた
めの独自研修を実施する。

24年度以降の計画

24年度は係長以上に本格実
施を行うとともに、主査及
び一般職への試行を実施す
るなど、25年度の全職員へ
の本格実施に向けた取組を
進める。

引き続き、職員申告書によ
る新規プロジェクト等への
従事意向把握及び人事異動
への活用を行う。

人事異動に係る職員申告書により新規プロジェクト等へ
の従事意向を把握するとともに、人事異動に活用した。

23年度の実施状況 実施の効果・課題

新規採用職員について引き
続き民間企業等派遣研修を
実施していく。

人事評価制度の局部課長への本格実施及び主幹・係長へ
の試行実施を行うとともに、制度の客観性・信頼性を高
めるための研修を実施した。また、24年度の主査及び一
般職への試行実施に向け、制度内容への理解を深めるた
めの研修を実施した。

新規

継続

新規

継続

新規

継続

区分

新規

継続

新規

継続

新規

継続

公務員としての倫理・規範意識の向上や法令遵守の徹底
等についての研修を実施することにより、市職員として
の使命と職責を自覚し、市民から信頼される職員を育成
する。

⇒ 2

⇒ ⇒

⇒

⇒ 2 -人事課

-

⇒ 人事課

7行政管理課 -

【効果】
職員のごみの減量化・資源化に対す
る意識が向上した。

【課題】
・研修対象の拡大、研修後のフォ
ロー

検討
・

準備

ごみの減量化・資源化意識の向上を図るため、ごみ減量
リーダー研修会等を実施した。
・庶務事務研修での実施　受講者約100人
・ごみ減量リーダー研修会(2回)の実施 受講者162人
　（各課のごみ減量リーダーを対象）

ごみ減量リー
ダー研修会の
実施

市役所のごみの適正排出を図り、ごみの減量化・資源化
を推進するとともに、地域におけるごみ減量リーダーの
役割を担ってもらうため、市職員にごみ減量に関する研
修を実施する。

- 3

市の重点施策・新規重点プロジェクト等を円滑に行うた
め、新規組織等に優秀なスタッフを確保し、また職員の
より積極的な取組・意欲を活用するため、庁内公募制を
導入する。

6

各職場における業務の執行等について、主体的かつ創意
工夫による業務改善の取組を通じて、市民本位の質の高
い行政サービスの効率的な提供を推進するとともに、職
員のさらなる改善意識の向上を目指して、全庁的な業務
改善運動を実施する。

実施 ⇒
新規採用職員に加えて新たに中堅職員を対象に民間企業
での職員研修を実施し、民間の感覚や接遇マナー等を身
につけた職員の養成を図る。

民間企業での
職員研修

【効果】
民間企業等における業務の進め方等
を学び、効率的で最大の効果をあげ
る民間のノウハウを経験することに
より、市役所での業務に新たな視点
で取り組むことができた。

【課題】
・研修期間中の職場への配慮
・受入れ企業等の開拓

検討
・

準備

新規採用職員を対象に民間企業等への派遣研修を実施す
るとともに、23年度は本市の観光行政のさらなる強化及
び職員の育成を目的として、中堅職員1人を1年間派遣し
た。
・新規採用職員民間企業等派遣研修　98人、5日間
・研修派遣　中堅職員1人、1年間

実施 ⇒

実施スケジュール

⇒実施 ⇒

実施

⇒

新規プロジェ
クト等に係る
庁内公募制の
実施

公務員倫理研
修の充実・強
化

検討
・

準備
⇒

実施

業務改善運動
の実施

検討
・

準備

検討
・

準備

引き続き、公務員としての
倫理的な行動のあり方等に
ついて研修を実施する。

2 - 2

2

消防局及び4企業を除く職場において、各課長を業務改
善マネージャー、各係長等を業務改善リーダーとして選
任したほか、業務改善運動を始めるにあたり、同マネー
ジャー等を対象に専門講師による研修会を実施し、各職
場において業務改善に取り組んだ。

【効果】
質の高い行政サービスの効率的な提
供と職員の改善意識向上に寄与し
た。

【課題】
・職員の改善意欲の向上

引き続き、各職場における
業務改善の取組を推進する
とともに、23年度の優れた
改善実績に対して表彰を行
う。

分類番号取組の概要

2 - 17

人事課

これまでの勤務評定を改め、職員の資質・能力の向上並
びに意欲を高めることを目的とした人事評価制度を導入
する。

項目名 所管課

人事課
交通局総務課
水道局総務課
市立病院総務
課
船舶局総務課
(船舶部総務
課)

⇒
新しい人事評
価制度の導入

検討
・

準備
実施 ⇒ ⇒

H22追加

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加した項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 5



　

(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26
№ 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題区分

実施スケジュール
分類番号取組の概要項目名 所管課

9

10

11

12

若手職員と幹
部職員の意見
交換会の実施

市民が常時、申請・届出等で訪れる窓口について、市民
サービス満足度アンケート調査を行い、窓口の改善に役
立てる。

窓口アンケー
ト調査の実施

職員提案制度
の充実

職員の政策形成能力やコミュニケーション能力に加え、
市民との協働によるまちづくりを進めるために必要な対
外折衝能力やコーディネート能力等の向上を図るととも
に、常に経営感覚を持って仕事を創意工夫する職員を育
成する。

住民の行政ニーズが多様化・複雑化している中で、既存
の手法やセンスとは異なる視点からの問題解決が求めら
れることから、様々な分野で発生する課題に新たな視点
で対処するため、民間の発想や専門知識を発揮できる人
材を採用する。

7

8

市民が申請等で訪れる53課の窓口を対象にアンケート調
査を行った。
・調査期間　23年5月9日～5月20日
・調査内容　接遇に関する6項目
・回答数　617枚

引き続き、専門研修や派遣
研修等を実施し、職員の職
務能力の向上に努める。

必要に応じて年齢要件の緩
和や、民間企業等職務経験
者を対象とした採用試験を
実施する。

継続

継続

継続

実施 ⇒ ⇒

継続

継続

引き続き、職員提案制度を
実施する。

継続

入庁3年以内の若手職員と幹部職員とによる意見交換会
を実施し、幹部職員の組織や仕事に対する考え方を若手
職員に伝える等により、若手職員の意識を高めるととも
に、幹部職員も若手の考え方をとらえて、慣行などで変
えていくべきことは変えていく契機とする。

行政改革に関する職員研修及び行政改革講演会を実施す
る。

行政改革に関
する意識改革
の推進

職員一人ひとりが高い意識をもって、業務改善や業務執
行に取り組むよう、職員提案制度の充実を図る。

4

5

募集区分の見直しや募集対象者の拡大など、制度を充実
させた。

【効果】
職員一人ひとりが高い意識をもっ
て、業務改善や業務執行に取り組む
契機となった。

【課題】
・提案しやすい制度の検討

採用後3年以内の若手職員10人と局長3人による意見交換
会（これからの市役所をともに考える懇談会）を実施し
た。

【効果】
幅広い視野と課題意識をもった職員
の育成及び若手職員の発想を活かし
た組織マネジメントの推進を行って
いく契機となった。

⇒実施 ⇒ ⇒

⇒

人事課 2⇒

-

-
継続
実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 2

実施
民間企業等職
務経験者の採
用

23年度の薬剤師採用試験において、民間企業等経験者も
申し込みやすい条件とするため、年齢要件を緩和した。

【効果】
民間などで勤務している薬剤師から
受験申込がなされた。

職員の能力向
上を図る研修
の実施

⇒ ⇒ 2 -人事課

9

2

1

⇒

10

人事課
行政管理課

-

2

8

-

-⇒ ⇒

行政管理課

行政管理課
交通局総合企
画課
水道局経営管
理課
市立病院総務
課
船舶局総務課
(船舶部総務
課)

2
市民相談セン
ター

⇒

継続
実施

⇒

継続
実施

⇒

政策形成能力の向上をはじめ、職員個々の能力を向上さ
せる研修を実施した。
・基本研修、専門研修、派遣研修、職場研修

【効果】
職員の政策形成能力などを向上させ
るとともに、常に経営感覚を持って
仕事を創意工夫できる職員が育成さ
れた。

【課題】
・社会経済情勢等を踏まえた研修内
容の検討

⇒

⇒

⇒

本市の財政及び行政改革についての理解と認識を深める
ため職員研修を実施した。
・新任係長研修（83人受講）、新任主査研修（131人受
講）、一般職員第Ⅱ課程研修（112人受講）、一般職員
第Ⅰ課程研修（68人受講）

【効果】
職員の行政改革に対する意識が向上
した。

引き続き、行政改革につい
ての理解と認識を深めるた
めの研修を実施する。

引き続き、若手職員と幹部
職員による意見交換会を実
施する。

引き続き、窓口アンケート
調査を実施する。

⇒

 【効果】
調査結果及び分析について、庁内WAN
の掲示板で全職員に周知するなど、
窓口業務における接遇等の向上に役
立てた。

【課題】
・快く協力いただくための工夫
・アンケート項目の検討

⇒

　　　　　網掛け白抜き部分23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加した項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 6



　

(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26
№ 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題区分

実施スケジュール
分類番号取組の概要項目名 所管課

22年度から26年度までに消防職員の約2割が退職する大
量退職期を迎えることから、長年の経験から得られ、又
は伝えられてきた消防技術を継承するための職員研修を
充実させ、消防力の維持を図る。

消防技術の継
承対策（スキ
ルリレー事
業）

18

14

15

16

17

【効果】
災害時における応急復旧等に対応で
きる体制を確保するとともに、水道
局の事業全般に対する見識を深める
ことができた。

【課題】
・伝承知識のマニュアル化
・過去の修繕履歴のデータベース化

引き続き、専門的な技術・
知識等を継承する研修を実
施する。

【効果】
公共交通機関を運行していく基本と
なる安全運行と接客サービスが向上
した。

医療安全、感染対策等医療に関する院内全体研修会や職
種ごとの各科研修など職員研修の充実を図る。

災害時等における緊急工事に必要な、配水管連結作業等
の実技研修をはじめ、水道局職員として継承すべき知識
や技術に係る研修の充実を図る。

全職員を対象とした接遇研修、総合訓練、船員を対象と
した安全教育研修、船員法に基づく操練のほか、安全管
理システム（ＳＭＳ）の導入に伴い、安全運航、海洋環
境の保護、緊急事態への対応など、研修（教育・訓練）
の充実を図る。

職員研修の充
実

市電・市バスの運転士に対する安全運行に関する研修や
職員の意識改革に関する研修など、職員研修の充実を図
る。

職員研修の充
実

職員研修の充
実

上下水道技術
の継承

継続

継続

継続

継続

継続

継続 2消防局総務課実施

全職員を対象に、医療安全、接遇に関する研修を実施し
た。

【効果】
安心安全な質の高い医療を提供する
にあたっての職員の資質が向上し
た。

【課題】
・業務に影響を与えない工夫

継続
実施

引き続き、接遇研修や安全
運航研修、事故処理に関す
る訓練等を実施する。

⇒

⇒

継続
実施

引き続き、医療安全、接遇
に関する研修を実施する。

継続
実施

⇒
外部講師による接遇研修や安全運航研修のほか、事故処
理に関する訓練、防火・防水・救命等の操練などを実施
した。

⇒

⇒ ⇒ ⇒

【効果】
認定看護師の資格取得により、看護
職員の質が高まり、患者サービスの
質が向上した。

【課題】
・業務に支障のない範囲での対応

【効果】
職員の接遇、安全意識、緊急事態へ
の対応能力及び顧客信頼度の向上に
寄与した。

継続
実施

引き続き、認定看護師の資
格取得を目指す看護職員に
対する支援を行う。

⇒
船舶局総務課
(船舶部総務
課)

2 - 16

13-2

⇒ - 15

14-

- 11

2

-2⇒

消防局職員に対する研修体
系を作成し、各課・署にお
いて教育訓練を実施する。

13

市電・市バスの乗務員や整備職員に対する事故防止等に
関する研修を行ったほか、外部から講師を招聘し、接遇
に関する研修を実施した。

引き続き、経営健全化計画
に基づく研修体系に沿って
職員研修を実施する。

⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒

【効果】
消防技術の継承により、消防力が維
持される。また、職責や階級にとら
われず、技術・技能に優れた職員が
指導者となることにより、職員の意
識改革と士気の高揚につながった。

【課題】
・局としての研修体系の検討

⇒

継続
実施

配水管連結作業等の実技研修や水道局職員として継承す
べき知識や技術に係る研修を実施した。

12

市立病院総務
課

認定看護師の資格取得を支援することにより、看護職員
の質を高め、患者サービスを向上させる。

認定看護師資
格取得への支
援

【数値目標あ
り】

市立病院看護
科

各消防署において「技術の継承」に関する努力目標を掲
げ、独自のカリキュラムによる研修を実施するととも
に、研修後に、必要に応じ効果測定を行った。

2
認定看護師の資格取得を目指す看護職員に対する支援を
行った。

⇒ ⇒

水道局総務課⇒ ⇒⇒

⇒ ⇒

交通局総務課⇒

　　　　　網掛け白抜き部分23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加した項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 7



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26

公の施設使用
料の見直し

（関係する項
目を統合）

受益者負担の原則に立ち、負担の公平性を確保するた
め、公の施設使用料を見直し、自主財源の確保を図る。

【23年度実施済み】

鹿児島市民文
化ホール管理
公社と鹿児島
市教育施設管
理公社の合併

鹿児島市民文化ホール管理公社と鹿児島市教育施設管理
公社については、教育及び文化の振興に寄与する団体と
して再編するために、23年4月1日をもって合併する。

【23年度実施済み】

3 - 51

3 -

3 - 1

52
53
54
55
56
57
58

7
検討
・

準備
実施

教育委員会総
務課

-3

検討
・

準備

受益者負担の原則に立ち、負担の公平性を確保するた
め、一般廃棄物処理手数料を見直し、自主財源の確保を
図る。

【23年度実施済み】

分類番号所管課区分
実施スケジュール

実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画

検討
・

準備

実施
庶務事務シス
テムの導入

検討
・

準備

各種庶務事務の一元化・省力化・迅速化を図るため、内
部情報系システムの再構築にあわせて、庶務事務システ
ムを導入する。

【23年度実施済み】

【効果】
これまで職員が手作業で行っていた
集計作業等が自動計算されるなど、
庶務事務が効率化、省力化された。

【課題】
・効率性を高めるための業務フロー
見直し
・操作方法等のマニュアル作成

一般廃棄物処
理手数料の見
直し

行政管理課
水道局総務課

リサイクル推
進課

健康総務課
(健康福祉総務
課)
都市農業セン
ター
公園緑化課
平川動物公園
市民スポーツ
課
美術館
生涯学習課
文化課

実施

実施

新規

H23完
了

これまで紙で行っていた庶務的業務について、休暇や時
間外勤務命令等の申請手続や出勤表の確認、給与明細の
配布などを電算化し、23年12月から本稼動した。

・ごみ処分手数料の改定（23年4月1日実施）
家庭ごみ
　100㎏につき700円（100㎏以下は無料）→
　100㎏を超える10㎏につき70円
事業所ごみ
　100kgにつき700円　→　10kgにつき70円

・粗大ごみ処理手数料の新設（23年10月1日実施）
　30kg未満：1個又は1組350円、
　30kg以上：1個又は1組700円

【効果】
粗大ごみ有料化に伴い、粗大ごみの
家屋内収集や道路狭隘地区の門口収
集など市民サービスが向上するとと
もに、費用負担の公平性が増し、ご
み排出抑制に対する意識が啓発され
た。
歳入増見込額
　ごみ処分手数料　429,119千円
　粗大ごみ処理手数料　6,896千円

マリンピア喜入多目的広場使用料
　全面使用400円(一部使用50円)　→
　全部使用520円(一部使用60円)
都市農業センター市民農園使用料（年額）
　団体用6,000円(家族用2,400円)　→
　団体用9,000円(家族用3,600円)等
有料公園施設等使用料
　かごしま健康の森公園(運動広場)全面
　30分300円　→　1時間900円等
平川動物公園の入園料
　一般200円、小･中学生50円　→
　一般500円、小･中学生100円等
体育施設使用料
　松元平野岡体育館　終日7,000円　→
　終日8,640円等
美術館常設展示観覧料
　一般200円　→　一般300円
西郷南洲顕彰館入館料
　大人100円　→　一般200円等
旧鹿児島紡績所技師館（異人館）入館料
　入館料を新たに設定　一般200円等

23年4月1日合併完了
・新団体名　財団法人かごしま教育文化振興財団
　所在地　鹿児島市城山町5番1号

【効果】
市民の文化的ニーズに応える体制が
整い、施設間の連携が深まるなど、
市民サービスが向上したほか、団体
の運営面についても効率化された。

【効果】
受益者負担の原則に立ち、施設使用
料における市民負担の公平性が増
し、自主財源が確保された。
歳入増見込額　126,288千円

【課題】
・管理人が常駐しない施設における
収納方法
・類似施設間における使用料格差の
是正

新規

H23完
了

新規

H23完
了

新規

H23完
了

№

1

2

3

4

H22追加

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 8



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

情報システム
の最適化

これまでは各業務のシステムについて個別に効率化を
図ってきたが、個々のプログラムやデータ連携機能が複
雑化するとともに、特定メーカーの独自技術に依存する
ことにより他メーカーが参入できないといった課題があ
る。これを改善するため、全庁的な観点に立ってシステ
ムを再構築し、業務の効率化や運用コストの縮減などを
図る。

自動販売機設
置事業者の公
募制度の導入

市有施設内への自動販売機の設置について公募制度を導
入し、自主財源の確保を図る。

ジェネリック
医薬品の利用
促進

3

4

- 62⇒
引き続き、差額通知書を送
付する。（年4回）

⇒

検討
・

準備

⇒

⇒

⇒

⇒ -

「下水道長寿命化計画」に
基づき、下水道施設の改築
等を実施する。

⇒

⇒ ⇒

国民健康保険
課

⇒

⇒

⇒

実施 ⇒

実施 ⇒

3 -

3

3⇒

行政管理課
交通局総務課
水道局経営管
理課
市立病院総務
課
船舶局総務課
(船舶部総務
課)

実施
検討
・

準備

引き続き、住民情報系シス
テムの再構築に取り組む。

【効果】
予防保全的な維持管理と長寿命化対
策の計画的な実施により、事故の未
然防止とライフサイクルコストの縮
減が期待される。

【課題】
・改修にあたっての優良財源の活用

引き続き、新規設置分につ
いては原則公募により貸付
を行う。

検討
・

準備

9

-

管財課

情報システム
課

-3

水道局下水道
建設課・下水
道管路課・下
水処理課

50

37

検討
・

準備

引き続き、時代に即応した
組織・機構を整備する。
・24年4月(予定)
新設
　危機管理部、すこやか長寿
部、危機管理課、産業創出
課、健康総務課事業調整係、
健康づくり係、長寿支援課地
域包括支援係、長寿施設係、
経済政策課中心市街地活性化
推進室(係)、グリーンツーリ
ズム推進課推進係、観光農業
公園(係)

廃止
　健康福祉部、中心市街地活
性化推進室(課)、企業振興課
企画情報係、平川動物公園管
理係、飼育係、交通局バス事
業課北営業所、桜島営業所

船舶部の局制への移行

継続
実施

時代に即応し
た組織・機構
の整備

【効果】
医療費の抑制による被保険者及び保
険者(国保)の医療費負担の軽減が期
待される。

【課題】
・ジェネリック医薬品に対する正し
い理解の促進

医療機関で処方された薬を服用した国保被保険者で、そ
の薬をジェネリック医薬品(後発医薬品)に切り替えた場
合、薬代の支払額を減らせる可能性がある方に、削減可
能額などを記載したお知らせを送付した。（23年度に前
倒しで実施済み）
・差額通知書送付　24年2月15日（1回）
　通知件数　8,983通

【効果】
スリムで効率的・機能的な組織・機
構の整備により、新たな行政課題へ
の的確な対応や、市民サービスの向
上に寄与した。

8

ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用を促進し、医
療費の抑制による被保険者の医療費負担の軽減及び国保
財政の健全化を図るため、ジェネリック医薬品に切り替
えた場合の自己負担額の差額例を通知する。

社会経済情勢の変化や市民ニーズに的確かつ迅速に対応
できる、スリムで効率的・機能的な組織・機構を整備す
る。

下水道の長寿
命化

下水道施設の予防保全的な管理や計画的な改築等によ
り、事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化
を目的とした「下水道長寿命化計画」を策定し、下水道
施設の計画的で効率的な維持保全の推進を図る。

実施 ⇒

新規

継続

新規

継続

社会経済情勢の変化等を踏まえながら、スクラップアン
ドビルドを基本とする組織・機構の見直しを行った。
・23年4月実施
新設
　保護第二課生活支援係
廃止
　ふるさと考古歴史館

・23年7月実施
新設
　市民課窓口第一係、第二係、第三係
廃止
　市民課証明係、交付係、住民係

｢下水道長寿命化計画（管渠及び南部処理場）｣を策定
し、九州地方整備局との協議・提出を行った。

【効果】
業務が効率化するとともに、市民
サービスが向上する。

【課題】
・システム構築後に導入が見込まれ
る番号制度への適切な対応

内部情報系システムについては、22年度から財務会計、
人事給与、庶務事務、共通基盤システムの再構築に着手
し、23年9月から順次稼動した。
住民情報系システムについては、24年度からの再構築に
向け、関係課との協議及び仕様書等の作成を行った。

23年3月に清掃事務所等5施設15台分について一般競争入
札を行い、4月より貸付を行った。

【効果】
公募貸付契約による貸付料収入が増
加した。
歳入増の額　678万円

新規

継続

新規

継続

継続9

7

5

6

H22追加

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 9



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

引き続き、市税の徴収強化
策を実施する。

【効果】
市税の収納率が向上した。

3

適正な定員管
理の推進

2

-

3 -

⇒

11

⇒

【効果】
外郭団体に対して、適切な助言、情
報提供を行うことができた。

【課題】
公益認定に向けた関係機関との協議

引き続き、外郭団体に対す
る適切な助言、情報提供を
行う。

-

3

10
21
24
26
33
34
44
45

3

- 5

⇒

納税課

◎行政管理課

関係課

⇒

⇒ ⇒

⇒

行政管理課
交通局総務課
水道局経営管
理課
市立病院総務
課
船舶局総務課
(船舶部総務
課)

⇒

⇒

⇒

正規職員の嘱
託員への切り
替え

（関係する項
目を統合）

【効果】
職員数の見直しを行った。　△3人
（減員数は、(3)-10「適正な定員管
理の推進」に含む）

業務の特性や業務執行体制の効率化などを総合的に検討
し、正規職員で対応している業務を嘱託員対応に切り替
える。

実施

引き続き、業務の特性や業
務執行体制の効率化などを
総合的に検討し、切り替え
が可能な業務については、
嘱託員対応に切り替える。

24年度（予定）
計量検査所計量業務
　正規職員1人→嘱託員2人
青果・魚類市場巡視業務
　正規職員6人→嘱託員8人
学校給食調理業務
　正規職員2人→嘱託員3人

継続
実施

継続
実施

23年度
学校用務員業務
　正規職員3人　→　嘱託員4人

【参考】22年度
交付収納業務（資産税課、市民課、谷山市民課、伊敷総
務市民課）
　正規職員4人　→　嘱託員8人
介護保険窓口収納業務
　正規職員1人　→　嘱託員2人
平川動物公園管理業務
　正規職員3人　→　嘱託員4人
郡山公民館館長業務
　正規職員1人　→　嘱託員1人
市立高等学校図書事務
　正規職員3人　→　嘱託員6人
学校用務員業務
　正規職員5人　→　嘱託員6人
学校給食調理業務
　正規職員3人　→　嘱託員4人

新公益法人制
度改革への対
応

公益法人制度改革関連3法の施行に伴い、本市の外郭団
体が公益法人等へ移行するにあたり、各団体に対して適
切な助言や情報提供及び進行管理を行う。

外郭団体関係課の会議を開催し、認定申請の時期や理
事・評議員の選任等について協議し、情報の共有化を
行った。
・公益法人への移行状況
　23年4月　公益財団法人鹿児島市衛生公社

【効果】
職員定数が適正化された。
・22.7と23.12の差
5,481人→5,476人(△5人)
　市長事務部局等　△19人
　交通局　　　　　　 0人
　水道局　　　　　△ 1人
　市立病院　　　　＋15人
　船舶部　　　　　　 0人

業務の効率化や業務量の変化に応じた見直しを行い、適
正な定員管理を推進する。

13 継続

継続12

11

⇒ ⇒

市税収納率の
向上対策

【数値目標あ
り】

市税の現年度課税分及び滞納繰越分について、徴収強化
策を積極的に推進し、滞納件数・金額の縮減と収納率の
向上を図る。

継続
実施

⇒

⇒

⇒

業務量の変化等に応じた職員定数の見直しを行った。

納税お知らせセンターや納税嘱託員・滞納整理嘱託員を
活用するほか、滞納整理のスキルアップ研修を充実する
など、市税の徴収強化策を実施した。

引き続き、職員定数の適正
化を推進する。
・23.12と24.4(予定)の差
5,476人→5,459人(△17人)
　市長事務部局等　△19人
　交通局　　　　　　 0人
　水道局　　　　　△ 3人
　市立病院　　　　＋ 5人
　船舶部　　　　　　 0人

継続

継続10

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 10



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

継続
実施

引き続き、徴収対策の強化
の取組を実施する。

-

国民健康保険
税の収納率向
上対策

【数値目標あ
り】

引き続き、徴収対策の強化
対策を実施する。

引き続き、徴収体制を強化
し、滞納処分等を行う。

42

-

⇒

国民健康保険
課

⇒

⇒

⇒

⇒

市立病院医事
課

3

22-3

3

- 13

- 27

3

3

3

59

⇒ ⇒

12
特別滞納整理
課

介護保険課

住宅課

負担の公平性や財源の確保を図り、健全財政を堅持する
ため、市税及び市税以外の未収債権について、その縮減
及び収納率向上のために市税徴収のノウハウを活用した
滞納整理を強化する。

-
市税及び市債
権の徴収対策
の強化

【効果】
市税及び市税以外の未収債権が縮減
されるとともに、徴収率が向上し
た。

動産の差押や、インターネット公売等を実施したほか、
市税以外の市債権についても債権回収対策本部会議、全
庁的な滞納整理研修、奨学資金の支払督促申立てを実施
し、市税及び市債権の徴収強化を推進した。

引き続き、徴収対策の強化
の取組を実施する。

国民健康保険税の現年度課税分及び滞納繰越分につい
て、納税嘱託員の活用や特別滞納整理課との連携など、
徴収強化策を積極的に推進し、滞納金額の縮減と収入率
の向上を図る。

督促状・催告状の送付、介護保険指導員による納付指
導・相談、納税お知らせセンターの活用等のほか、23年
度からは新たに介護保険課職員による滞納処分を実施す
るなど、徴収強化策を推進した。

引き続き、介護保険料の収
納率向上対策を実施する。

【効果】
介護保険料の収納率が向上した。
98.02％（21）→98.1％（23見込）

【課題】
・不在、連絡不能者への対応

⇒

窓口に納税相談を専門に対応する相談員を配置し、徴税
吏員が滞納整理を行いやすい体制を整えたほか、口座振
替による納入促進のため、加入世帯に文書案内を行っ
た。

【効果】
23年度当初と比較し、現年度課税分
の収納率が向上した。
85.11％(23.4)→86.45％（23見込）

【課題】
・国保加入者の減少、納付困難世帯
の増加

介護保険料の現年度分及び滞納繰越分について、徴収強
化策を積極的に推進し、滞納件数、収入未済額の縮減と
収納率の向上を図る。

⇒

引き続き、事務事業の見直
しを推進する。

⇒

財政課⇒ ⇒
社会経済情勢の変化、市民ニーズの多様化に応じて、効
率性や効果という観点から事務事業を見直す。

未収診療費
(患者個人負
担分）の徴収
強化

【数値目標あ
り】

【効果】
未納診療費（患者個人負担分）の収
納率が向上した。
38.5％（20決算）→58.1％（23決
算）

【課題】
・督促、個別訪問に応じない者への
対応

【効果】
事務事業の見直しにより、約2億
2,774万円を節減した。

【課題】
・国の動向（震災の影響、一括交付
金など）把握と適切な対応

滞納整理班による夜間臨戸徴収や、納税お知らせセン
ターからの電話催告、高額・長期滞納未然防止のための
早めの提訴など、収納対策を強化した。

【効果】
市営住宅使用料の収入率が向上し
た。
87.2％(20)→89.9％(23見込)

23年度予算において、12事業を廃止し、62事業を縮減・
統合するなど、事務事業の全般にわたり費用対効果を検
証し、限られた財源を有効活用するための徹底した見直
しを行った。

⇒

⇒

継続
実施

入院患者からの医療費相談への対応に加え、文書等によ
る催告、徴収嘱託員による訪問徴収を行うなど、徴収対
策を強化した。

診療費（患者個人負担分）の未収債権について、徴収強
化策を積極的に推進し、収納率の向上を図る。

継続
実施

継続
実施

⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒

継続

継続
実施

継続
実施

市営住宅使用
料収納対策の
強化

【数値目標あ
り】

市営住宅使用料の現年度分及び過年度未収金について、
収納嘱託員や特別滞納整理班等による徴収強化策を積極
的に推進し、滞納件数・滞納額の縮減と収入率の向上を
図る。

事務事業の見
直しの推進

介護保険料収
納率の向上対
策

【数値目標あ
り】

継続

継続

継続

15

14

継続

継続

16

18

17

19

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 11



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

-

- 46

47

3

25年度からの工事着工に向
け、老朽化対策の範囲、時
期、工法等について検討す
る。

15
16
17

-3

3

-

25

143

3

継続
実施

⇒

⇒

⇒ 管財課

⇒ 財政課

⇒

⇒
保護第一課
保護第二課
谷山保護課

⇒実施 ⇒

25年度からの工事着工に向
け、対象工事の優先順位や
効果等を検証し、実施計画
を策定する。

24年4月配置
保護第一課＋2人、保護第
二課＋2人、谷山保護課＋1
人

引き続き、市有財産利活用
検討委員会を通じて、市有
財産の有効かつ効率的な利
活用に取り組み、必要に応
じて財産処分を行う。

【効果】
稼働能力を有する生活保護受給世帯
に対し、ケースワーカーによる自立
支援の取組みが推進された。

⇒

引き続き、財政の健全化に
努める。

継続
実施

⇒ ⇒

本市の財政の健全性を維持するため、
(1)事務事業の見直し、実施方法等の効率化による経費
の節減・合理化
(2)地方債の活用については、後年度交付税措置の状況
を踏まえた上で、新規発行を元金償還金の範囲内に抑制
(3)補助金見直し指針に基づき、事業の公益性、行政責
任の度合いなど行政効果等を厳しく精査し、廃止、統
合、終期の設定や補助条件の明確化により整理合理化を
実施
に取り組む。

健全財政の維
持

【数値目標あ
り】

さらなる市民サービスの向上とともに健全財政の維持に
資するため、市有財産利活用検討委員会において、全庁
的な視点から、市有財産である土地、建物の有効かつ効
率的な利活用に取り組むとともに、売却方針が決定した
土地については、入札等により売却し、売却方針が決定
していない土地については、短期貸付を行うことで、市
有財産の有効活用及び自主財源の確保を図る。

【効果】
23年度予算における経常経費につい
ては約5億2,149万円を、補助金等に
ついては、4事業の廃止等を行い約
656万円を削減したほか、地方債につ
いては、起債額と元金償還見込額を
比較して、約11億3,452万円を抑制し
た。

【課題】
・限られた財源の重点的かつ効率的
な配分

【効果】
未利用、低利用施設の有効かつ効率
的な利活用が推進されるとともに、
売却金額として約9,409万円、貸付金
額として約1,419万円の歳入を確保し
た。

【課題】
・現基本方針終了後の対応検討
・売却開始から期間が長期化してい
る物件への対応

【効果】
公共下水道施設の予防保全的な管理
や計画的な改築等により、事故の未
然防止、ライフサイクルコストの最
小化などの効果が期待される。

【効果】
港湾施設の予防保全的な管理や計画
的な改築等により事故の未然防止、
ライフサイクルコストの最小化など
の効果が期待される。

桜島港野尻地区ほか18地区の港湾施設について長寿命化
計画を策定した。

22年度に策定した「公共下水道（雨水渠）長寿命化基本
計画」において優先的に老朽化対策を実施する必要があ
る水路のうち、約13kmについて詳細調査を行った。

市有財産利活用検討委員会を開催し、48の未利用・低利
用施設の評価、利活用実施計画の策定を行った。
また、未利用地の売却、短期貸付を行った。
・売却件数　8件
・貸付件数　20件

経常経費等の更なる削減に努めるとともに、地方債の活
用にあたっては、交付税措置の状況を踏まえ、新規発行
を元金償還金の範囲内にするなど、発行抑制に努めた。
また補助金については、補助金見直し指針に基づき、事
業の公益性や行政効果等を厳しく精査し、廃止・縮小等
の見直しを行った。

生活保護を受給している高齢者世帯のうち、生活状態が
安定している世帯や長期入院入所世帯を専任で担当する
高齢者世帯等専任支援員（嘱託員）を配置した。
・23年4月現在配置人数（　）は22年度からの増減数
保護第一課7人（△3人）、保護第二課7人（＋7人）、谷
山保護課4人（＋1人）

-

◎河川港湾課

河川港湾課

⇒

⇒⇒

実施 ⇒

下水道（雨水
渠）の長寿命
化

下水道施設（雨水渠）の予防保全的な管理や計画的な改
築等により、事故の未然防止及びライフサイクルコスト
の最小化を目的とした「公共下水道（雨水渠）長寿命化
基本計画」を策定し、下水道施設の計画的で効率的な維
持保全の推進を図る。

港湾の長寿命
化

港湾施設の予防保全的な管理や計画的な改築等により、
事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を目
的とした「港湾長寿命化計画」を策定し、港湾施設の計
画的で効率的な維持保全の推進を図る。

生活保護高齢
者世帯等専任
支援員等の配
置

生活保護受給世帯の増加に伴う事務量の増大に対応する
とともに、稼動能力を有する世帯へのケースワーカーに
よる自立支援の取り組みを充実するため、高齢者世帯等
専任支援員（嘱託員）を配置する。

市有財産利活
用の検討、遊
休市有財産の
処分、未利用
地の短期貸付

　↓統合

遊休市有財産
利活用の推進

実施 ⇒

⇒ ⇒

⇒

継続

継続

継続 ⇒

継続

継続

22

23

21

20

24

H22追加

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 12



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

実施

引き続き、短期保全計画の
策定と、計画的な修繕等に
取り組む。

-

48

30

3

3

28

-

3

3

-

3 -

⇒

建築課

⇒

公共建築物ス
トックマネジ
メントの推進

【数値目標あ
り】

引き続き、公共建築物の計
画的・効率的な維持保全を
推進する。

公共建築物の保全計画の作成を進めたほか、保全計画に
基づく各課の改修工事等に対して支援を行った。また、
日常点検強化月間において、全庁的に一斉点検等を実施
した。
・23年度保全計画の作成棟数　102棟

市有の既存公共建築物（庁舎等の一般建築物）につい
て、中長期的視点に立った保全計画を作成し、計画的で
効率的な維持保全を推進することにより、施設の良好な
状態での市民サービスの確保を図るとともに、施設の長
寿命化、建替えコストを含めたトータルコストの縮減を
図る。

【効果】
市営住宅の長寿命化により、ライフ
サイクルコストが縮減されるほか、
安全で住みやすい住宅を提供するこ
とができた。

【課題】
・保全計画に基づく効率的な改修工
事の検討

実施

【効果】
保全計画の作成等により、計画的で
効率的な維持保全が推進された。

【課題】
・施設所管課の日常点検の充実
・施設所管課の施設のあり方検討へ
の支援

【効果】
劣化度調査等を行うことにより、施
設の状況を把握し、計画的で効率的
な維持保全を推進する。

⇒

実施 ⇒

⇒

⇒

【効果】
保有台数の減により、ランニングコ
ストの削減や点検作業等が効率化さ
れた。
効果額　360千円

【課題】
消防力低下を招かない見直し

【効果】
定期点検及び計画的な維持補修工事
の実施により、橋りょうが延命化
し、安全性が確保された。

引き続き、橋りょうの計画
的かつ効率的な維持管理を
推進する。

引き続き、保有台数の見直
しに努める。

引き続き、各施設の劣化度
調査を行い、保全計画を策
定し、効率的な維持管理に
努める。

32

道路維持課

教育委員会施
設課

29

⇒

⇒

-

住宅課⇒

⇒ 消防局総務課

⇒

⇒

⇒

継続
実施

学校施設建築
物ストックマ
ネジメントの
推進

【数値目標あ
り】

市立学校施設について、中長期的視点に立った保全計画
を作成し、計画的で効率的な維持保全を推進することに
より、良好な教育環境の確保を図るとともに、学校施設
の長寿命化、建替えコストを含めたトータルコストの縮
減を図る。

消防車両等の
効率的な運用

【数値目標あ
り】

消防力の低下を招かない範囲において現有の消防車両等
の合理化・共有化・見直しにより保有台数の削減を行
い、効率的な行財政運営を図る。

市営住宅の長
寿命化

【数値目標あ
り】

現行の市営住宅ストック総合活用計画を踏まえ策定した
「市営住宅長寿命化計画」に基づき、市営住宅の予防保
全的な修繕や計画的な改善等により、安全性の確保やラ
イフサイクルコストの縮減を図る。

橋りょうの長
寿命化

【数値目標あ
り】

橋りょうの従来の事後的な修繕及び架替えから予防的な
修繕及び計画的な架替えへと円滑な政策転換を図るため
に、橋りょう長寿命化修繕計画を策定し、橋りょうの計
画的かつ効率的な維持管理を行うことで、橋りょうの長
寿命化並びに修繕及び架け替えに係る費用の縮減を図る
とともに、地域の道路網の安全性・信頼性を確保する。

⇒

継続
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

継続

22年度に策定した「市営住宅長寿命化計画」を踏まえ、
23年度は建物の劣化の度合い等を踏まえたより詳細な修
繕計画である「市営住宅短期保全計画」を策定するとと
もに、これに基づく点検の強化や修繕等に取り組んだ。

継続

継続

継続

継続

22年度に策定した橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、
2橋の補修工事と2橋の測量設計を実施した。

消防力の低下を招かない範囲内において、消防車両等の
合理化・見直しにより、1台を削減した。

市立学校施設について、保全計画の作成に必要な各施設
の劣化度調査を行うとともに、調査を実施した施設の
データ入力作業を行った。

28

29

27

25

26

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 13



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

谷山処理場等の施設整備を
行い、処理場の計画的な廃
止・統合を進める。

【効果】
計画期間中に単年度収支を黒字化
し、各年度末における資金不足率が
20％を下回ることを目指す。

【課題】
・効果額の把握と計画の着実な推進
・経営状況についての認識の共有

383 -

交通局総合企
画課

⇒

⇒
市立病院経営
管理課

船舶局船舶運
航課・総務課
(船舶部船舶運
航課・総務課)

⇒

⇒

継続
実施

桜島フェリーの運航ダイヤについて、現下の輸送実績や
利用者の利便性等を踏まえ、効率的なダイヤへの見直し
を行う。

引き続き、効率的な運航に
努める。

⇒

鹿児島市交通
事業経営健全
化計画の推進

【数値目標あ
り】

処理場の廃止に伴い必要となる代替施設として、南部処
理場の汚泥濃縮施設を整備した。

桜島フェリー
の運航ダイヤ
の改正

【効果】
改築更新費用の縮減、維持管理の効
率化等に寄与した。

【課題】
・改修工事にあたっての優良財源の
確保

引き続き、「鹿児島市交通
局経営健全化計画」に基づ
く取組を推進する。

実施

現在の「鹿児島市病院健全
経営維持に向けた取組み」
は23年度で終了するが、24
年度に策定する財政計画に
基づき、今後も引き続き、
健全経営に努める。

⇒

【効果】
黒字経営が維持された。

⇒
継続
実施

-

43-

39

35

3

3

3

-

水道局下水道
建設課

⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒

効率的な事業運営を図るため、「鹿児島市公共下水道事
業全体計画」で処理場の統廃合を位置づけ、現在の6処
理場を南部処理場と谷山処理場の2処理場に統合する。
また、汚泥処理については南部処理場に集約して処理を
する。

下水処理場の
統廃合

【数値目標あ
り】

市立病院健全
経営維持に向
けた取り組み

【数値目標あ
り】

⇒

実施

⇒

⇒

⇒継続

継続

継続

22年度からの新たな経営計画である「鹿児島市交通事業
経営健全化計画」を策定・推進し、交通局の経営の健全
化を図る。

22年度に策定した「鹿児島市交通事業経営健全化計画」
に基づき、計画に掲げる重点取組項目を実施した。

高度医療機器の充実や患者数の確保、病床利用率の向上
に努めるとともに、安定した地域医療を提供するため医
師・看護師の確保に努めるなど、健全経営維持、医療
サービス向上に向けた取組を推進した。

21年度に策定した「鹿児島市立病院健全経営維持に向け
た取組み」に基づき、収入確保や経費削減に努めるとと
もに、中核的医療機関として医療サービスのより一層の
向上を図り、効率的かつ機能的な病院経営を行い、引き
続き黒字経営を維持していく。

継続32

30

31

33

新船就航に伴う輸送能力の向上を踏まえた効率的な運航
ダイヤへの見直しを行った。
・23年3月10日実施
　午前及び夕方の運行間隔の拡大（10分→15分△7便）
　よりみちクルーズ船の運航ダイヤを設定（＋1便）
　計6便減

【効果】
運航経費が節減されるとともに、よ
りみちクルーズが定期便化されるな
ど利用者サービスが向上した。
・6便の減に伴う船舶燃料の節減
　約531万円

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 14



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

院内に「電子カルテシステム導入検討部会」を設置し、
システムの仕様等の検討を行った。

25年度の公園施設長寿命化
計画策定に向け、24年度は
街区公園等の調査を行う。

【効果】
公用車の稼動状況の改善、車両管理
経費の削減、事務の効率化が期待さ
れる。

【課題】
・集中管理担当課の業務量増への対
応

引き続き、試験運用を行う
とともに、25年度の本格実
施に向けた検討を行う。

3 - 6⇒

職員課

⇒

公園緑化課

実施

管財課

行政管理課
検討
・

準備

検討
・

準備

⇒

⇒

各課で管理運用している公用車（軽自動車）のうち、共
用できる車両について、集中管理により共用化し、効率
的な運用を図る。

⇒

【効果】
より質の高い医療の提供が期待され
る。

実施

⇒

⇒ 実施
検討
・

準備

検討
・

準備

実施

⇒

⇒

時差出勤制度
の実施

21年4月から、職員のワーク・ライフ・バランスの推
進、効率的な業務運営及び総労働時間の短縮等を目的と
して勤務時間の弾力的な運用による時差出勤制度を試行
しているところであるが、今後、その効果等について検
証を行い、実施方法の改善等を図った上で現在の時差出
勤制度を試行から実施へ移行する。

公用車（軽自
動車）の集中
管理・共用化

ＷＥＢ会議シ
ステムの導入

緊急時の連絡体制の強化や意思決定の迅速化、移動時間
の削減等を図るため、既存のＷＡＮ回線を活用するな
ど、ＷＥＢ会議システムを導入する。

【効果】
緊急時の連絡体制の強化や意思決定
の迅速化のほか、移動時間の削減な
ど事務の効率化が期待される。

【課題】
・既存会議のあり方等の検討
・緊急時への対応

公用車への
リース車両の
導入

共用化と同時に、公用車の管理運用に係る事務の効率化
を図るため、リース（メンテナンス付リース）車両の導
入を図る。

検討
・

準備

25年度の導入に向け、調査
検討を行う。

25年度の運用開始に向け、
24年度は業者選定を行う。

24年度に本格実施する。

【効果】
予防保全的な維持管理の実施によ
り、公園施設の長寿命化とライフサ
イクルコストの縮減が期待される。

- 8

40

18

-

49

193 -

3

3 -

市立病院医事
課

管財課

3

3 -

公園施設の長
寿命化

公園の遊具施設等の予防保全的な管理や計画的な改築等
により、事故の未然防止及びライフサイクルコストの最
小化を目的とした「公園施設長寿命化計画」を策定し、
公園施設の計画的で効率的な維持保全の推進を図る。

新オーダリン
グシステムの
導入

17年に導入した現行オーダリングシステム（検査・処方
などに係る情報伝達システム）の更改を行うことによ
り、より質の高い医療を患者に提供する。

⇒

実施

実施

検討
準備
中

検討
準備
中

リース車両の導入に向け、リースと購入との費用比較や
事務処理負担の比較、他都市調査などを行った。

会議等の実施状況や支所における外勤状況について調査
するなど、導入に向けた検討を行った。

試行状況
・活用人数　月平均31人（24年3月末現在）

本庁配置の公用車の一部について集中管理・共用化の試
験運用を実施するとともに、公用車の使用状況について
調査を行った。

47公園において、公園施設長寿命化計画策定のための基
礎資料となる公園施設の現況把握及び遊具施設の健全度
等についての調査を行った。

35

39

37

36

⇒

システムを導入するにあ
たって、既存の会議のあり
方や使用形態などについて
検討する。

【効果】
公用車の車検等に係る事務の削減、
集中管理・共用化とあわせた総合的
なコスト削減が期待される。

【課題】
・総合的なコスト削減

検討
準備
中

検討
準備
中

【効果】
効率的な業務運営、総労働時間の短
縮及び職員の健康保持等に寄与し
た。

検討
準備
中

34

38
検討
準備
中

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
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(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

リユースの仕組みを構築するため、情報集約やリユース
可否判断の方法などについて検討を行うとともに、庁内
関係課と協議を重ねた上で、実施マニュアルを作成し、
関係課において試行を行った。

検討
・

準備
電算システム再構築に係る基本計画等の策定を行った。

【効果】
より質の高い医療の提供及び事務の
効率化が期待される。

⇒実施

建築課

計画策定に向けて関係課とスケジュール等について協議
を行った。

実施
検討
・

準備

実施

3

3

-

-

-

3

41

検討
準備
中

建築・設備資
材のリユース

⇒

実施

⇒

水道局水道整
備課・水道管
路課・配水管
理課

水道局経営管
理課

北部清掃工場

⇒

水道局の電算
システムの再
構築

【効果】
・事業の周知
・リユース材使用によるコスト縮減
や環境負荷の低減
・試行実施した改修工事でのコスト
縮減額　約650万円

【課題】
・リユース情報の集約と施設所管課
への理解、協力

⇒

検討
・

準備

⇒

検討
・

準備

⇒

これまで、各施設の改修等で発生した再利用可能な建
築･設備資材の多くが、再利用されることなく廃棄され
てきたが、ストックマネジメント事業の本格実施によ
り、保全計画に基づく改修等の情報が一元的に把握でき
るようになったことから、建築・設備資材のリユースを
全庁的に実施し、コスト縮減や環境負荷の低減を図る。

電算業務をサーバ機により再構築し、水道料金管理等の
業務の効率化を図るとともに、電算機器等にかかる経費
の縮減を図る。

【効果】
電算システムのサーバー化により、
電算機器等に係る運用経費の縮減が
期待される。

26年度の長寿命化計画策定
に向け検討を行う。

25年度の運用開始に向け、
24年度は業者選定を行う。

-

60

36

3 -

61
水道施設の長
寿命化

水道施設の予防保全的な管理や計画的な改築等により、
事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を目
的とした「長寿命化計画」を策定し、計画的で効率的な
維持保全の推進を図る。

電子カルテシ
ステムの導入

現在の紙カルテを電子カルテとすることで、より質の高
い医療の提供や業務の効率化を図る。

市立病院医事
課

⇒
院内に「電子カルテシステム導入検討部会」を設置し、
システムの仕様等の検討を行った。

【効果】
耐用年数の延伸、ライフサイクルコ
ストの最小化が期待される。

【課題】
・システム導入と一体的な検討

建築・設備資材のリユース
を本格実施する。

25年度からの財務会計シス
テム、26年度からの水道料
金等システムの本稼動に向
け、24年度は開発業者等の
選定やシステム開発を行
う。

検討
準備
中

検討
準備
中

検討
準備
中

42

40

41

43

44
検討
準備
中

北部清掃工場
の灰溶融固化
設備の休止

北部清掃工場の焼却施設に附帯されている灰溶融固化設
備を休止し、二酸化炭素排出量の削減を図るとともに、
運転経費を縮減する。

63
検討
・

準備
実施

環境省からの通知により、必要な条件を満たす場合に財
産処分が可能になったことを受け、費用対効果など設備
運転の是非について総合的に検討の上、環境省と協議
し、同設備を休止することとした。

【効果】
・二酸化炭素排出量の削減
　　　△約2,900トン／年
・運転経費の縮減
　　　△約300,000千円

【課題】
・スラグを生成しないことによる資
源化率の減
・焼却灰の埋立量増による処分場残
余年数の減

24年度から灰溶融固化設備
を休止する。

3

H23追加

H23追加

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 16



　

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26
分類番号所管課区分

実施スケジュール
実施の効果・課題実施項目 取組の概要 23年度の実施状況 24年度以降の計画№

実施

【効果】
マイクロバス及び副市長車の利用範
囲の拡大により、公用車の稼働率が
向上した。

管財課

3 -

3

3 -

3

23

消防局と関係部局との連携強化を図り、迅速かつ的確な
災害対策を講じるため、防災情報システムの再構築を行
う。

【22年度実施済み】

実施

【効果】
消防局と関係部局との連携が強化さ
れ、より迅速かつ的確な災害対策を
講じることが可能になった。

消防局警防課

環境衛生課実施

実施

公用車の運転
業務体制の見
直し

運転手付公用車のうち、マイクロバス及び副市長の稼働
率をさらに高めるため、弾力的な運用を行い、効率的に
活用できるようにする。

【22年度実施済み】

防災情報シス
テムの再構築

局内定数の弾
力的な取扱い

局内において、繁忙期や緊急的な対応のほか局横断的に
対応する必要がある場合等に、局長の判断で概ね3カ月
を上限に必要な職員に併任を命じ、局内の人員体制を弾
力的に運用する。

【22年度通知済み】

市営墓地管理システムを導入し、使用者の適正な把握や
事務の簡素化に取り組み墓地管理の効率化を図る。

【22年度実施済み】

市営墓地管理
システムの導
入

31

-

-

20

3

【効果】
局内における繁忙期等への対応を容
易にし、臨時的、一時的な業務への
円滑な対応が可能となった。

行政管理課

【効果】
使用者の適正な把握が推進されると
ともに、事務が効率化された。

H22完
了

H22完
了

H22完
了

H22完
了

45

48

46

47

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 17



　

(4) 民間力のさらなる活用

22 23 24 25 26

北部清掃工場
南部清掃工場

4 -
検討
・

準備
実施6

検討
準備
中

可燃ごみプ
ラットホーム
管理業務の委
託

直営で実施している可燃ごみのプラットホーム管理業務
を委託化することにより、業務の効率化と経費の縮減を
図る。

24年度からの実施に向け、業務委託に係る仕様書等の検
討を行った。

【効果】
経費削減が図られるとともに、民間
力の活用効果が期待される。

【課題】
・円滑な業務委託への移行

24年度から北部・南部清掃
工場の可燃ごみプラット
ホームの管理業務を委託す
る。

9

5

4

2

№

3

1

4 - 4
子育て支援推
進課

検討
・

準備
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

継続
実施

⇒
屋内メインプール及び屋外飛込プールの建設が完了し、
23年4月2日から施設の供用を開始した。

-

⇒ 4 -

4 - 1

【効果】
公の施設における市民サービスのよ
り一層の向上と効率的な管理運営が
推進された。また、ふるさと考古歴
史館への制度導入に伴い職員数の見
直しを行った。△3人

23年度から新たにふるさと考古歴史館に指定管理者制度
を導入するとともに、指定管理者に対しては適切なモニ
タリングの実施等について指導した。

民間のノウハ
ウを活かした
鹿児島市観光
農業公園の整
備

鹿児島市観光農業公園の整備にあたり、農家レストラン
などの施設について、設計、建設、維持管理、運営に可
能なかぎり民間を参入させることにより、整備費のコス
ト削減を図るとともに、管理運営に対する民間のノウハ
ウの活用を図る。

24年度の供用開始に向け、
民間参画による施設整備に
取り組む。

⇒
継続
実施

⇒

引き続き、公の施設への指
定管理者制度の導入につい
て検討するとともに、適切
なモニタリングを実施す
る。

保育所の民営
化（本名保育
所・宮之浦保
育所の統合・
新設）

現在、市立保育所として運営されている本名保育所及び
宮之浦保育所を統合・新設する。
新設保育所については、社会福祉法人による園舎等の建
設・運営を行うことにより、保育サービスの充実と経費
の縮減を図る。

24年度は、本名保育所の耐
震補強工事を行うなど、必
要な対応を図る。

検討
中

継続

H23完
了

継続
指定管理者制
度の効果的な
運用

市民サービスのより一層の向上と効率的な管理運営に資
するため、公の施設への指定管理者制度の導入について
検討するとともに、指定管理者に対して適切なモニタリ
ングや指導を行う。

所管課項目名 取組の概要区分 23年度の実施状況 実施の効果・課題
実施年度

24年度以降の計画 分類番号

「体験学習ゾーン」の農家レストラン、「民間参画ゾー
ン」の生産用農場（畑）、生産用農場（豚舎）につい
て、21年度に民間参画事業者の募集を行い、22年度に選
定された3事業者と、整備・運営について協議を進め
た。

【効果】
農家レストランなど、民間参画部門
で実施設計、整備及び管理運営を一
貫して実施してもらうことにより、
コスト縮減を図るとともに民間のノ
ウハウを活用できる。

保護者及び地域住民から、両保育所の存続を求める陳情
が提出され（22年6月）、意見交換会等も実施しながら
検討を進めたが、23年4月の市民健康福祉委員会におい
て「今回の市営大原住宅跡地への統合・新設については
行わないこととし、両保育所の今後の対応については、
子ども・子育て新システムに関する国の動向や耐震診断
の結果を踏まえ、検討する。」旨を説明した。
なお、耐震診断の結果、本名保育所は補強が必要、宮之
浦保育所は補強が不要と判断された。

【効果】
現段階で事業が進捗していないこと
から、具体的な効果は上がっていな
い。

新規

H23完
了

粗大ごみ受付
業務の委託

直営で実施している粗大ごみの受付業務について、23年
度から業務委託により実施するとともに、受付時間の延
長等を行い、市民サービスの向上や業務の効率化、経費
の縮減を図る。

【23年度実施済み】

【効果】
受付時間を延長するなど市民サービ
スが向上したほか、職員数の見直し
を行った。　△4人

PFIによる新
鴨池公園水泳
プールの整備

完成後、30年以上経過し、老朽化している鴨池公園水泳
プールのリニューアルを、PFIにより実施することによ
り、事業期間を通じた市の財政負担額の縮減、及び公共
サービスの水準の向上を図る。

【23年度供用開始】

【効果】
事業期間を通じた市の財政負担が縮
減・平準化するとともに、市民サー
ビスが向上した。

【課題】
・外部コンサルと連携した施設整備

継続 実施 ⇒
グリーンツー
リズム推進課

5

4 -

64

これまで正規職員が行っていた粗大ごみ受付業務を委託
した。

検討
・

準備
実施

リサイクル推
進課

⇒ ⇒

8

教育委員会市
民スポーツ課

行政管理課

（供用開始）

（供用開始）

H22追加

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 18



　

(4) 民間力のさらなる活用

22 23 24 25 26
№ 所管課項目名 取組の概要区分 23年度の実施状況 実施の効果・課題

実施年度
24年度以降の計画 分類番号

実施
子育て支援推
進課

7
検討
準備
中

鹿児島市立乳
児院の民間へ
の経営移行

土地区画整理事業に伴う建替えにあたり、経営を社会福
祉法人鹿児島市社会事業協会に移行し、建替えは同法人
が行うことで、隣接する保育園と密接な連携が図られ、
より質の高いサービスが提供できるとともに、経費の縮
減を図る。

経営移行及び施設の建替えについて、同協会や県等と協
議を行った。

【効果】
隣接する保育園と密接な連携が図ら
れ、より質の高いサービスが提供で
きるとともに、経費の縮減が期待さ
れる。

【課題】
・土地区画整理事業との調整
・薬師保育園建替えとの連携

24年度に経営を移行し、同
協会において設計、工事に
着手する。

検討
・

準備

交通局バス事
業課

4 - 129
検討
準備
中

交通局北・桜
島営業所等管
内の路線に係
る管理の受委
託

北・桜島営業所管内及び中央営業所管内の一部路線に係
る管理の受委託を行うことにより、運行経費の節減を図
る。

24年度からの実施に向け、受託予定事業者と業務の範囲
や委託料の計算方法、転籍者の雇用、労働条件等につい
て協議を行った。また、バス乗務員に対する転籍意向調
査を実施し、転籍者を確定した。
なお、24年2月22日に受託事業者と基本契約書を締結
し、2月28日に管理の受委託が許可された。

【効果】
直営に比べ、人件費や燃料費等の経
費抑制が期待される。

【課題】
・委託業務の状況把握と適切な指導

24年度から委託を実施す
る。
効果見込額　約86百万円

検討
・

準備

12

10

11

8

3環境衛生課 -

南部清掃工場

4

平川動物公園
飼育業務の委
託

24年度から飼育業務を委託
により実施する。

電話交換業務
の委託

H22完
了

【効果】
専門職員による計画的かつ継続的な
飼育及び繁殖・生態研究の充実、展
示やイベントの企画力向上などが期
待される。

【課題】
・飼育技術移転の具体的方策の検討

24年度の業務委託開始に向けた準備作業を行った。
検討
準備
中

直営で実施している飼育業務について、24年度から業務
委託により実施し、飼育業務の専門性向上を図る。な
お、最長5年間現在の飼育係職員を受託者に派遣して技
術移転を行う。

実施

H22完
了

斎場における
集骨業務等の
委託

斎場において、直営で実施している「火葬炉前業務及び
集骨業務」を22年度から業務委託により実施し、市民
サービスの向上とともに業務の効率化と経費の縮減を図
る。

【22年度実施済み】

H22完
了

衛生処理セン
ター維持管理
業務の委託

直営で実施している衛生処理センターの維持管理業務の
一部について、22年から業務委託により実施し、業務の
効率化と経費の縮減を図る。

【22年度実施済み】

直営で実施している本庁代表電話の交換業務について、
22年から業務委託により実施し、市民サービスの向上と
ともに業務の効率化と経費の縮減を図る。

【22年度実施済み】

【効果】
市民に利便性が向上したほか、職員
数の見直しを行った。　△4人

実施 管財課

【効果】
職員数の見直しを行った。　△2人

【効果】
集骨員数を増加するなど市民サービ
スが向上したほか、職員数の見直し
を行った。　△6人

実施

2

4 - 10

実施

4 - 7

4 -

4 - 11
検討
・

準備
実施 平川動物公園

H22追加

H23追加

H23追加

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 19



　

(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26

5 - 22
新規

継続

ＮＰＯ等の企
画提案による
協働事業の推
進

【数値目標あ
り】

地域課題の解決を図り、効率的できめ細かな市民サービ
スを提供するため、市が設定するまちづくりのテーマに
ついて市民活動団体から企画提案を募集し、市民活動団
体と市が協働で取り組むモデル事業を選定、実施する。

市民活動団体から企画提案を募集し、モデル事業を選定
した。（委託事業は24年度から実施）
・2テーマについて、2件の企画提案を選定

⇒

【効果】
市民活動団体との協働により事業を
推進することで、地域課題の解決や
きめ細かなサービスの提供が期待さ
れる。

【課題】
・NPO等と庁内関係課との連携強化

市民協働課

各課において委託事業を実
施するとともに、引き続
き、市民活動団体から企画
提案を募集、選定する。

実施 ⇒

公募により、市民編集委員を選定し、市政広報に関する
懇話会を開催するとともに「市民のひろば」特集号の編
集・発行を行う。

【効果】
市政の効果的な広報が推進されると
ともに、市民の市政への関心が高
まった。

【課題】
・あり方懇話会において、多くの意
見をいただくための会議運営の検討

検討
・

準備
⇒

継続

継続

継続

実施 ⇒ ⇒ 5 - 1広報課

区分 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題

マスコミ関係者などから構成される「市政広報のあり方
懇話会」を開催するとともに、市民参加による「市民の
ひろば環境特集号」を発行した。

引き続き、「市政広報のあ
り方懇話会」を開催すると
ともに、市民と協働して
「市民のひろば」「市民
フォト鹿児島」を発行す
る。

新規

継続

市民参加によ
る広報懇話会
と市民のひろ
ば特集号の編
集・発行

所管課項目名 取組の概要
実施年度

分類番号

4

5

- 3

- 5

5 -

⇒⇒ 5

⇒

市民協働課

ＮＰＯ等との
協働推進事業
の実施

【数値目標あ
り】

市民と行政との協働による個性的なまちづくりを進める
ため、公益的なサービスを提供するＮＰＯ等の市民活動
団体の活動に対し、経費の一部を助成する。
補助事業は公募により募集を行い、応募があった事業に
ついて、選考審査会の意見を踏まえ、選定する。

【効果】
助成を通じて市民活動団体の活動を
促進するとともに、市民と行政との
協働によるまちづくりを推進した。

継続
実施

⇒ ⇒

公益的なサービスを提供するＮＰＯ等の市民活動に対
し、経費の一部を助成する｢市民とつくる協働のまち事
業｣を実施した。また、23年度から補助対象期間を拡充
した。

引き続き、公益的なサービ
スを提供するＮＰＯ等の市
民活動に対し、経費の一部
を助成する。

市民協働課⇒⇒
ＮＰＯ等市民
活動の促進

ＮＰＯ等市民活動を促進するため、組織運営の手法や事
業の企画方法のノウハウを習得する「市民活動応援講
座」を開催する。

【効果】
公益的なサービスの担い手となる市
民グループの育成が促進されるとと
もに、団体間の相互理解や情報交換
のネットワークづくりが進展した。

継続
実施

⇒

市民グループの組織運営の手法や事業の企画方法等のノ
ウハウを習得する講座を実施したほか、市民活動団体間
の交流を促進し、市民の活動参加へのきっかけづくりと
して交流会を開催した。
・講座受講者数　延べ196人、全4回
・交流会参加者数　44人

引き続き、ＮＰＯ等との市
民活動を促進するため市民
活動応援講座を開催すると
ともに、団体間の交流を促
進するため交流会を開催す
る。

⇒ ⇒⇒

ＮＰＯ等市民
活動団体と庁
内関係課との
連携強化

【数値目標あ
り】

市民協働推進連絡会を開催し、ＮＰＯ等市民活動団体の
組織、活動内容、将来計画等について、関係課に情報を
提供するとともに、本市の協働の推進について検討し
た。

引き続き、市民協働推進連
絡会を開催するとともに、
24年度から、ＮＰＯ法人と
所管課との意見交換会を実
施する。

庁内に「市民協働推進連絡会」を設置し、ＮＰＯ等市民
活動団体の状況等について、関係部局で情報を共有する
とともに、本市の協働のあり方について協議を行い、Ｎ
ＰＯ等市民活動団体と庁内関係課との連携強化を図る。

【効果】
庁内において市民活動に関する情報
を集約、共有化するなど、市民活動
に対する職員の理解と意識が向上し
た。

【課題】
・NPO等と庁内関係課との連携強化

市民協働課
継続
実施

⇒

№

1

2

3

4

5

H23追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目

　　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）

　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 20



　

(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26
区分 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題 所管課項目名 取組の概要

実施年度
分類番号№

引き続き、災害時要援護者
対象者への登録調査、個別
支援計画の作成等を行うと
ともに、制度の周知や避難
支援者の募集等を行う。

事業所との協
働による安心
安全なまちづ
くりの推進

継続

継続

継続

継続

23年3月に策定した、「鹿児島市コミュニティビジョ
ン」を推進するため、学識経験者、地域コミュニティ組
織代表、市民代表からなるコミュニティビジョン推進戦
略会議を設置し、事業の検討を行うとともに、小学校区
を単位とした地域コミュニティ協議会の制度設計や協
議・検討を行い、モデル地域の選定に向けて地域説明会
などを行った。

災害時に家族等の支援が困難で何らかの助けを必要とす
る要保護者対象者への登録調査や避難支援者の選定、個
別支援計画の作成を行い、要援護者の支援体制の整備を
進めた。

3地域において地域コミュ
ニティ連携組織をモデル的
に立ち上げ、以後実践した
地域の事例の評価・検証を
行い、市全域へ取組を拡大
していく。

鹿児島市コ
ミュニティビ
ジョンの策定
及び推進

本市の将来におけるコミュニティ施策の基本指針となる
コミュニティビジョンを策定し、町内会をはじめとする
多様なコミュニティ組織の発展を促進するとともに、こ
れらの組織との協働による「まちづくり」を推進する。

【効果】
23年3月に策定した「鹿児島市コミュ
ニティビジョン」の具現化に向けて
施策の検討を行うなど、同ビジョン
を推進した。

【課題】
・既存組織や支援のあり方等の検証

継続

災害時要援護
者避難支援体
制の確立

災害時に家族等の支援が困難で何らかの助けを必要とす
る重度の障害者やひとり暮らし高齢者などが、災害時に
おける支援を地域の中で受けられる体制を確立し、これ
らの方々が地域内で安心安全に暮らすことができるよう
にする。

5 -

地域まちづく
りワーク
ショップへの
支援

市内の13地域において､地域住民が主体となって運営す
る「地域まちづくりワークショップ」の活動を支援す
る。
各ワークショップでは､市民が地域づくりに対するアイ
デア等を出し合い､それぞれの地域の課題を解決する
「地域プラン」の作成とその実践に取り組む。

【効果】
ワークショップでの活動を通じ、｢自
分たちのまちは自分たちでつくる｣と
いう意識の醸成など、市民主体の協
働によるまちづくりが推進された。

【課題】
・ワークショップ委員の確保
・市の補助無くなった場合の活動あ
り方の検討

引き続き、13地域の活動に
対して支援を行う。

実施 ⇒

⇒
13地域の「地域プラン」に基づく取組に対して、事業助
成などの側面的支援を行った。

⇒⇒

- 9

8

5

継続
実施

5 -

【効果】
災害時等の避難誘導や安否確認を円
滑に行うことが可能になるほか、予
定避難場所等を確認することにより
防災意識が向上し、災害時要援護者
を日頃から地域の中で見守る共助の
体制が充実した。

【課題】
・避難支援者の確保

継続
実施

危機管理課
(安心安全課)

⇒ ⇒⇒

鹿児島市安心安全まちづくり条例に基づく事業者の役割
という観点から、犯罪、事故、自然災害の未然防止や発
生時における対応について、事業所の協力を得ること
で、市と事業者が連携・協力して安心安全なまちづくり
を推進するとともに、万が一のときの応援体制を確立
し、犯罪や事故、自然災害への対応強化や迅速な対応を
図る。

【効果】
市と事業者が連携・協力して安心安
全なまちづくりを推進する体制が充
実した。

【課題】
・地域の団体等への周知広報

継続
実施

⇒
各種団体を訪問し安心安全協力事業所登録事業の趣旨を
説明するとともに、事業所の登録を呼びかけた。
・登録数　884事業所（24年3月末現在）

安心安全課⇒⇒

安心安全課
危機管理課

105 -

地域安心安全
推進指導員の
設置

【数値目標あ
り】

自主防災組織や地域安心安全ネットワーク会議の結成促
進と活動の活性化を図る地域安心安全推進相談員を1人
から3人へ増員し、あわせて地域からの交通安全に関す
る要望について、現地調査や関係機関との連絡調整等を
行う。

【効果】
市民との協働による安心安全なまち
づくりが推進された。

【課題】
・結成等に向けた助言・指導

継続
実施

地域安心安全推進指導員により、自主防災組織や地域安
心安全ネットワーク会議の結成促進と活動の活性化、地
域からの交通安全に関する要望に係る現地調査や関係機
関との連絡調整等を行った。

引き続き、自主防災組織や
地域安心安全ネットワーク
会議の結成促進と活動の活
性化等に取り組む。

⇒ ⇒

⇒

⇒

7

◎地域振興課 5 - 6

◎地域振興課⇒

引き続き、市ホームページ
や市民のひろば等で登録事
業所の募集を行うととも
に、登録事業所（希望した
事業所のみ）については公
開していく。

⇒ ⇒

8

9

10

6

7

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目

　　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）

　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 21



　

(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26
区分 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題 所管課項目名 取組の概要

実施年度
分類番号№

継続
実施

引き続き、支援体制を充実
しながら地域福祉ネット
ワークを推進する。

引き続き、環境パートナー
シップかごしまに対する支
援を行う。

継続
実施

引き続き、地域と学校連携
プロジェクト事業及びまち
美化地域指導員の認定支援
を行う。

⇒

地域福祉支援員等が、地域福祉館等を拠点にして地域の
実情把握や問題点の分析及び検証を行いながら、地域福
祉活動への助言等を行った。

【効果】
福祉団体の組織化が広がり、それぞ
れの地域で地域の特性にあったイベ
ントが開催されるなど、地域福祉の
意識が高まってきた。

【課題】
・役員等の確保、育成

市民・事業者・行政が協働して環境問題に取り組む｢環
境パートナーシップかごしま｣(エコパかごしま)におい
て、6つのワーキンググループを中心に、植樹活動やサ
イクリングマップづくりなど、環境にやさしい活動の支
援を行った。

「地域と学校
連携プロジェ
クト事業」の
推進及び「ま
ち美化地域指
導員」の認定
支援

【数値目標あ
り】

鹿児島市みんなでまちを美しくする条例に基づき、大人
から子どもまで一緒になって地域環境美化に取り組む体
制を構築するとともに、自主的にまちの美化に係る啓発
及び指導を行う者を「鹿児島市まち美化地域指導員」と
して認定し支援することで、市民と行政とのパートナー
シップに基づき、条例趣旨である市民総参加による美し
いまちづくりの推進を図る。

【効果】
鹿児島市みんなでまちを美しくする
条例の趣旨である市民総参加による
美しいまちづくりが推進された。

継続

継続

継続
実施

⇒ ⇒

地域と学校連携プロジェクト事業に基づき、町内会等と
学校との連携による自主的な清掃美化活動が進められた
ほか、まちの美化に関する啓発や声かけを行う｢まち美
化地域指導員｣の認定を推進した。

⇒

継続 環境協働課 14

- 16

-⇒

環境パート
ナーシップか
ごしまによる
環境に関する
取り組みの推
進

【数値目標あ
り】

市民・事業者・行政で設立した「環境パートナーシップ
かごしま」（エコパかごしま）の活動運営を支援すると
ともに、市の施策等に関する情報提供・交換や活動等を
通じて、循環と共生を基調にした環境にやさしい持続可
能な社会を協働して構築することを目指す。

【効果】
市民、事業者、行政で情報交換や環
境活動を行うことにより、パート
ナーシップが高まり、環境にやさし
い持続可能な社会の構築に寄与し
た。

【課題】
・個人・団体会員の拡大

5

地域福祉ネッ
トワークの推
進

【数値目標あ
り】

地域福祉支援員と地域福祉館等の職員が連携して地域の
福祉団体の育成・支援を行い、地域福祉館等を拠点とし
た地域福祉ネットワークの推進を図る。

⇒⇒

⇒

地域福祉課⇒

⇒ 5 - 15⇒ 環境衛生課

5⇒

-
11
12
13

継続

地域消費者ガイド、地域消費者リーダー、消費生活スペ
シャリストを育成・養成し、消費生活に係る啓発や情報
提供、出張講座などを行った。
・地域消費者ガイド　　93人（23年度末）
　地域消費者リーダー　48人（23年度末）
　消費生活スペシャリスト　4人（23年度末）

継続
実施

消費生活セン
ター

⇒ 5

引き続き、地域消費者ガイ
ドの育成及び地域消費者
リーダーを養成する。（消
費生活スペシャリスト養成
は23年度で終了）

地域消費者ガ
イドの育成、
地域消費者
リーダーの養
成、消費生活
スペシャリス
トの養成

　↓統合

地域に根ざし
た消費者啓発
の推進

【数値目標あ
り】

地域に根ざした啓発活動を推進し、消費者被害の未然防
止を図るため、地域で啓発活動を行う地域消費者ガイド
を育成するとともに、簡易な出張講座を行う地域消費者
リーダー、消費生活相談員と同程度の専門知識を有する
消費生活スペシャリストの養成を行う。

【効果】
市民との協働による地域に根ざした
消費者啓発が推進され、消費者被害
の未然防止に寄与した。

【課題】
・地域消費者リーダーによる出張講
座の円滑な実施

⇒ ⇒ ⇒11

12

13

14

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目

　　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）

　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 22



　

(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26
区分 24年度以降の計画23年度の実施状況 実施の効果・課題 所管課項目名 取組の概要

実施年度
分類番号№

検討
準備
中

【効果】
各ガイドにより工夫した画一的でな
い観光案内が好評を得た。

【課題】
・利用客増への取組

引き続き、市民ボランティ
アによる観光案内を行う。
また、24年12月以降は観光
レトロ電車で実施する。

継続

継続

⇒
交通局電車事
業課

20
継続
実施

⇒ ⇒

歩道緑地帯の管理団体(町内会、老人会、子供あいご会
など)により、月1回程度の清掃等の管理作業が行われ
た。

市民ボランティアによる観光ガイドを実施した。
・市民ボランティアガイド　17人
　利用者数　3,050人（23年度実績）

引き続き、管理団体による
月1回程度の清掃等の管理
作業を行う。

21

「自分たちの緑は自分たちの手で」をモットーに自主的
な歩道緑地の管理の普及を図るとともに、住みよい快適
環境づくりをめざす。

【効果】
自主的な歩道緑地の管理により、住
みよい快適環境づくりに寄与した。

H22完
了

⇒継続

観光電車サ
ポートガイド
を活用した観
光電車の運行

九州新幹線全線開業に伴い運行する観光電車内におい
て、市民ボランティア(観光電車サポートガイド)による
観光ガイドを行う。

継続

継続
実施

⇒
歩道緑地帯の
自主的な管理
の普及啓発

2

5 -

5 - 17

5 -

5 -

経済政策課
(企業振興課)

商工業振興プ
ランの策定に
係るワーク
ショップの活
用

21年から22年度にかけて予定している鹿児島市商工業振
興プラン策定事業において、22年度に商工業事業者等と
のワークショップを開催することで、現状、課題、ニー
ズを踏まえた基本構想とその具現化へ向けたアクション
プランを策定する。

【22年度実施済み】

実施

【効果】
事業者等が抱える課題や施策ニーズ
等の意見を踏まえたプランとして策
定することにより、市民と行政との
協働によるまちづくりが推進され
た。

⇒ ⇒

⇒

⇒ 公園緑化課

24年度からの実施に向け、評価方法や評価対象事業など
評価の枠組みについて検討を行った。

24年度から、外部委員で構
成する鹿児島市行政評価市
民委員会による行政評価を
実施する。

継続
実施

⇒ ⇒ ⇒

市民委員会に
よる行政評価
の実施

総合計画の効率的かつ計画的な推進に資するとともに、
市民の視点に立った成果重視型の行財政運営の実現を図
るため、行政評価を実施し、評価にあたっては、内部評
価に加えて外部委員で構成する鹿児島市行政評価市民委
員会による評価を実施する。

【効果】
市民の視点に立った成果重視型の行
財政運営が期待される。

⇒実施 ⇒
検討
・

準備
行政管理課

18

地域住民、企業、NPO法人、大学などで構成するワーク
ショップを開催するとともに、新たに立ち上げたワーキ
ンググループにおいて、農業公園で実施する体験プログ
ラムを検討・作成した。

24年度中の開園に向け、現
行のワークショップを活用
しながらプログラム編成等
を行う。

⇒ 5 -
グリーンツー
リズム推進課

⇒

19生産流通課
市民と協働の
森林づくりの
推進

地球温暖化防止をはじめ公益的機能を高度に発揮する健
全な森林を育成するため、企業や森林ボランティア団体
等が実施する森林の整備活動を支援する。

企業やボランティア団体等へ情報提供を行った結果、1
ボランティア団体と生産森林組合との協定が締結された
ほか、森林整備活動を希望する市民等を対象に、体験イ
ベントを開催した。

引き続き、企業やボラン
ティア団体への情報提供及
び森林整備の体験イベント
を行う。

【効果】
健全な森林の育成に関し、企業やボ
ランティア団体等の意識が高まり、
市民参加による森林整備が進められ
た。

【課題】
・利用しやすい助成制度への見直し

5 -

鹿児島市観光
農業公園の運
営に係るワー
クショップの
活用

鹿児島市観光農業公園整備事業において、24年度の供用
開始に向けて、ワークショップを開催し、観光農業公園
を支える「人づくり」「組織づくり」を行い、観光農業
公園の持つ地域連携機能の充実を図る。

【効果】
ワークショップに地域住民等が加わ
り、観光農業公園のソフト運営の検
討が進められるなど、観光農業公園
の持つ地域連携機能が充実された。

継続
実施

20

16

17

18

19

15

H22追加

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目

　　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）

　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 23



　

(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26

3

№

1

2

5

24年度以降の計画

大学、高等学校、中学校等からのインターンシップを受
入れた。

引き続き、大学、高等学
校、中学校等からのイン
ターンシップを受入れる。

職員研修のカリキュラムの中で、地域活動やボランティ
ア活動に関する研修を実施した。
・23年度実績（受講者数）
　新規採用研修（106人）、一般職員第Ⅱ課程研修（112
人）、新任主査研修（131人）、現任主査研修（71人）

引き続き、地域活動やボラ
ンティア活動に関する研修
を実施する。

環境配慮率先行動計画に基づく取組を推進した。
・取組内容
　環境負荷の少ない製品の購入
　省エネルギーの推進、新エネルギー等の導入推進
　廃棄物の減量化・資源化の推進　　など

24年度以降は新たに策定す
る地球温暖化対策アクショ
ンプラン（事務事業編）の
中で取り組む。

継続

継続

区分

継続

継続

継続

市役所は大規模な事業活動の実施主体であり、大量に資
源やエネルギーを使用していることから、行政としての
環境に配慮した施策の策定・実施に加え、環境配慮率先
行動計画に基づき、事業者・消費者の立場から、省資
源・省エネルギーなど環境保全に配慮した取り組みを推
進する。

項目名 取組の概要

職員の社会貢
献活動の促進

地域社会の一員として、職員による地域活動やボラン
ティア活動を促進するため、市民局、健康福祉局と連携
して、職員の社会貢献活動の支援体制を充実させる。

【効果】
環境問題に対する職員の意識が向上
し、市役所の省資源、省エネルギー
化が推進された。

⇒

環境配慮率先
行動計画の推
進

【数値目標あ
り】

実施の効果・課題
実施年度

⇒
継続
実施

⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒

4 -

6 -

人事課

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

【効果】
地域活動やボランティア活動の重要
性などを学び、職員の地域活動等へ
の参加意識を高めた。

【課題】
・研修内容の充実

実施 ⇒ ⇒ ⇒

わがまち市役
所ボランティ
ア隊の活動

【数値目標あ
り】

温かい心で地域社会を支えあい、より住みよいまちづく
りを進めるため、職員によるボランティア活動に取り組
み、市と市民のパートナーシップによる地域福祉を推進
する。

【効果】
職員が率先してボランティア活動に
取り組むことにより、市民とのパー
トナーシップによる地域福祉が推進
された。

【課題】
・会員数の拡大

継続
実施

職員に対し、ボランティア隊への参加を呼びかけたほ
か、錦江湾サマーナイト花火大会後の清掃や東日本大震
災に係る募金活動など、職員によるボランティア活動に
取り組んだ。

引き続き、職員によるボラ
ンティア活動に取り組む。

⇒ 地域福祉課⇒

環境政策課

公共施設への
緑のカーテン
の設置

【数値目標あ
り】

庁舎等の公共施設に緑のカーテンを設置し、省エネを図
るとともに、緑の街並みづくりを推進する。

【効果】
夏場の直射日光の遮断等により省エ
ネを図るとともに、緑の街並みづく
りが推進された。

【課題】
・植物の維持管理及び管理費用

継続
実施

引き続き、庁舎等の公共施
設に緑のカーテンを設置す
る。

庁舎等の公共施設に緑のカーテンを設置した。
・緑のカーテン設置施設数　147施設（23年度）
本庁舎東別館、各支所、環境未来館、斎場、健康増進施
設、地域福祉館、保健センター、都市農業センター、水
族館、公園、消防分遣隊、市立病院、交通局、水道局、
船舶局、公民館、小中学校など

管財課
谷山支所総務
課
環境衛生課
地域福祉課
消防局総務課
市立病院総務
課
水道局総務課
教育委員会施
設課
ほか

⇒

所管課

インターン
シップ（職場
体験学習）の
受入れの推進

【数値目標あ
り】

インターンシップ（職場体験学習）の受入れをより積極
的に推進し、公共活動の推進を担う市役所として教育環
境の整備に貢献する。

【効果】
インターンシップを受け入れること
で、地域社会の一事業所として社会
貢献を果たすとともに、参加者に対
して市政を知ってもらう機会となっ
た。

【課題】
・受入れが集中した場合の対応

継続
実施

23年度の実施状況 分類番号

人事課
水道局総務課
交通局総務課
船舶局船舶運
航課
(船舶部船舶運
航課)

⇒ ⇒ ⇒ 1

26 -

-

6 -

6

7

3

6

6

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 24



　

(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26
№ 24年度以降の計画区分 項目名 取組の概要 実施の効果・課題

実施年度
所管課23年度の実施状況 分類番号

10

8

6

7 継続

10小中学校、1幼稚園の校庭芝生化、5小中学校の緑陰空
間の整備、1小学校の屋上緑化を行った。

継続

継続

継続

継続

公共建築物環
境対策調査研
究

引き続き、公用車へ環境対
応車を導入するとともに、
民間への普及を促進する。

⇒

【効果】
ヒートアイランド化の抑制のほか、
児童生徒の環境教育に一定の効果が
あった。

【課題】
・学校、PTA等と連携した芝生の維持
管理

【効果】
3施設における23年度の発電量は合計
25,037kwhであった。

引き続き、公共施設へ計画
的に太陽光発電システムを
導入する。

⇒

⇒ ⇒

継続
実施

引き続き、校庭芝生化、緑
陰空間、屋上緑化の整備に
取り組む。

教育委員会施
設課

教育委員会施
設課

10⇒ ⇒

学校施設の緑
化推進

【数値目標あ
り】

ヒートアイランド化の抑制や児童生徒の環境教育及び教
育環境の充実のため、18年度から実施したモデル事業の
結果を踏まえながら、校庭の芝生化や樹木植栽等による
学校施設の緑化を推進する。

6 -

6 -

6 -

99

小中学校への
太陽光発電装
置の整備

【数値目標あ
り】

環境教育の一環としての設置のほか、鹿児島市メガソー
ラー発電所計画に基づき年次的に整備していく。

【効果】
児童生徒の環境に対する意識が醸成
されるほか、温室効果ガス(ＣＯ2)の
削減が見込まれる。

継続
実施

文部科学省の学校施設環境改善交付金の決定が遅れたた
め、24年度に繰り越して実施予定（4校　120kw）。

24年度はさらに4校に設置
予定。

⇒ ⇒

公用車への低
公害車の導入
推進

【数値目標あ
り】

【効果】
大気汚染防止及び地球温暖化防止に
寄与した。

【課題】
・購入価格
・電気自動車の走行距離、充電時間

継続
実施

⇒ ⇒ ⇒
公用車の購入にあたって、電気自動車など、より環境へ
の負担の少ない低公害車を導入した。また、民間への普
及促進として購入にあたっての優遇措置等も行った。

公用車の購入にあたっては、電気自動車など、より環境
への負担の少ない低公害車の導入を進める。

公共施設への
太陽光発電シ
ステムの導入

【数値目標あ
り】

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
3施設（喜入支所、鴨池公民館、清掃事務所）に太陽光
発電システムを設置した。

21年度に策定した「鹿児島市メガソーラー発電所計画」
に基づき、公共施設へ率先して計画的に太陽光発電シス
テムを導入する。

環境保全課⇒

公共建築物におけるＣＯ2排出削減等の環境対策につい
て、鹿児島大学と共同で調査、検証を進めるほか、産学
官連携による公共建築物の低炭素化を目指す鹿児島プロ
ジェクトに取り組み、ＣＯ2排出削減対策の手法、効果
的な運用方法等をまとめ、今後の公共建築物の新築及び
既存改修等に応用していく。

【効果】
共同研究により効果が認められた技
術は、新築・改修工事などに活用し
たほか、既存の施設においても設備
機器の省エネ運転が推進された。

【課題】
・施設運営者、利用者への理解促進

継続
実施

公共建築物における環境対策の効果検証を行ったほか、
産学官連携により節電対策の検証や節電マニュアルの作
成等に取り組んだ。また、既存公共建築物における省エ
ネ運転の助言や運用マニュアルの作成を行った。

これまでの産学官連携によ
る研究成果として、省エネ
に係る施設共通の運用マ
ニュアル及び「環境対策導
入設計指針（仮称）」の策
定に取り組む。

設備課⇒ ⇒ ⇒

環境政策課 4

6 - 8

6 - 5

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 25



　

(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26
№ 24年度以降の計画区分 項目名 取組の概要 実施の効果・課題

実施年度
所管課23年度の実施状況 分類番号

11

12 継続

低公害低床バ
スの導入

【数値目標あ
り】

老朽化した車両について、低公害低床のバスを年次的に
導入するとともに、できるだけ早い時期に、全車両に占
めるノンステップバスの割合を国が定める移動等円滑化
基本方針の目標値以上とし、新規導入車両に占める低公
害バスの割合を100％とする。

継続

環境にやさし
い新船の建造

【数値目標あ
り】

環境にやさしく、経済的で、バリアフリーに配慮すると
ともに、今後の航送車両台数の動向等に対応した新船を
建造する。

【効果】
燃料消費量及び温室効果ガス(CO2)の
削減が見込まれる。

実施
観光・旅行関係者等で構成される新船建造検討委員会等
を設置し、会議を開催した。

24年度は基本設計を行い、
25年度に建造着手、26年度
に竣工予定。

12

⇒ ⇒ ⇒
交通局バス事
業課

⇒ 6 -

船舶局船舶運
航課
(船舶部船舶運
航課)

6⇒ ⇒ -

11
【効果】
バリアフリーに対応するとともに、
地球温暖化防止に寄与した。

継続
実施

老朽化した車両に替わり、全て低公害低床のバス11台を
導入した。

引き続き、低公害低床のバ
スを導入する。

⇒ ⇒

　　　　　網掛け白抜き部分…23年度までに実施した項目で、24年度以降も継続して実施する項目
　　　　　網掛け部分…24年度以降に取り組むこととしている項目（新たに追加する項目を含む）
　　　　　所管課欄の「◎」は、総括課であることを示す。 26



最左の「Nｏ.」列で「新規」としている項目は、新たに数値目標を設定した項目である。
実績値の「◎」は、当該実績時点において数値目標を達成している指標である。

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

児童生徒1人あたりの学習教室利用回数 0.7回/年（21年度） 0.8回/年（23年度） 1回以上/年（毎年度）

児童生徒1人あたりの開放プール利用回数 1.7回/年（21年度） 1.8回/年（23年度） 2回以上/年（毎年度）

12
新規

市立病院医事課 外来患者の待ち時間の短縮 院外処方の実施率 2％（23年度末） 2％（23年度末） 75％（26年度末） 1-13

19
長寿支援課
(高齢者福祉課)

高齢者福祉センター等の利用対象者の
拡大

利用対象者の拡大を行う高齢者福祉セ
ンター6施設の利用者数

83,989人（20年度） 85,784人（23年度） 92,380人（25年度） 1-8

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

17 市立病院看護科 認定看護師資格取得への支援 認定看護師資格取得分野数（累計） 7分野（21年度末） 9分野（23年度末） 15分野（26年度末） 2-15

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

13 納税課 市税収納率の向上対策 市税の収納率（現年度分・滞繰分） 92.7％（20年度決算） 92.98％（23年度決算見込）  94％以上（25年度決算） 3-11

15 国民健康保険課 国民健康保険税の収納率向上対策
国民健康保険税の収納率（現年度一般
分）

87.1％（20年度決算） 86.45％（23年度決算見込） 91％以上（25年度決算） 3-22

16 介護保険課 介護保険料収納率の向上対策
介護保険料の収納率（現年度分・滞納
分）

98.02％（21年度決算） 98.1％（23年度決算見込） 98.4％以上（25年度決算） 3-59

17 住宅課 市営住宅使用料収納対策の強化
市営住宅使用料の収入率（現年度分・
滞繰分）

87.2％（20年度決算） 89.9％（23年度決算見込） 90％以上（25年度決算） 3-27

18 市立病院医事課
未収診療費（患者個人負担分）の徴収
強化

未収診療費（患者個人負担分）の収納
率（滞繰分）

38.5％（20年度決算） ◎ 58.1％（23年度決算） 42％以上（25年度決算） 3-42

実質赤字比率
（健全化判断比率）

黒字（20年度決算） ◎ 黒字（22年度決算）

連結実質赤字比率
（健全化判断比率）

黒字（20年度決算） ◎ 黒字（22年度決算）

実質公債費比率
（健全化判断比率）

8.0％（20年度決算） ◎ 6.4％（22年度決算）

将来負担比率
（健全化判断比率）

42.6％（20年度決算） ◎ 34.2％（22年度決算）

25
新規

住宅課 市営住宅の長寿命化 短期保全計画の策定棟数 0棟（22年度） 105棟（23年度） 322棟（25年度） 3-48

26 建築課
公共建築物ストックマネジメントの推
進

保全計画の策定棟数（累計） 159棟（21年度末） 351棟（23年度末） 359棟（26年度末） 3-28

27 ◎道路維持課 橋りょうの長寿命化
橋りょう長寿命化修繕計画に基づく対
策実施橋りょう数（累計）

0橋（23年度から実施） 2橋（23年度末） 25橋（26年度末） 3-29

(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供　（3項目、4指標）

実施項目における数値目標一覧　（36項目、47指標）

(2) 職員の意識改革と人材育成　（1項目、1指標）

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進　（14項目、18指標）

11

実　施　項　目

20 財政課 健全財政の維持

実　施　項　目所　管　課

所　管　課 実　施　項　目

1-11
教育委員会学校教育課
教育委員会保健体育課

学校の長期休業中の施設活用

所　管　課

20年度決算の水準を維持するよう努め
る（毎年度）

3-14
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最左の「Nｏ.」列で「新規」としている項目は、新たに数値目標を設定した項目である。
実績値の「◎」は、当該実績時点において数値目標を達成している指標である。

実施項目における数値目標一覧　（36項目、47指標）

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

28 教育委員会施設課
学校施設建築物ストックマネジメント
の推進

中長期保全計画の作成校数（累計） 0校（22年度から実施） 0校（23年度末）
全市立小・中・高等学校・幼稚園122
校1園（26年度末）

3-32

29 消防局総務課 消防車両等の効率的な運用 消防車両等の保有台数 197台（21年度末） 194台（23年度末） 192台以下（26年度末） 3-30

30 水道局下水道建設課 下水処理場の統廃合 下水処理場数 6箇所（21年度末） ◎ 5箇所（23年度末）
5箇所（26年度末）

〔2箇所（35年度末）〕
3-38

31 市立病院経営管理課
市立病院健全経営維持に向けた取り組
み

経常収支比率 100.5％（20年度決算） ◎ 102.3％（23年度決算） 100％以上を維持（毎年度） 3-39

計画の取組項目数 0項目（22年度から実施） 41項目（23年度末）
44項目（26年度）

〔46項目　28年度）〕

取組を実施したことによる効果額 0円（22年度から実施） ―
19億86百万円（26年度）

〔24億9百万円（28年度）〕

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

2
新規

市民協働課
ＮＰＯ等の企画提案による協働事業の
推進

選定モデル事業数 2件（23年度） 2件（23年度） 6件（25年度） 5-22

3 市民協働課 ＮＰＯ等との協働推進事業の実施
市民とつくる協働のまち事業採択事業
数

13事業/年（21年度） 10事業/年（23年度） 15事業/年（26年度） 5-3

5
新規

市民協働課
ＮＰＯ等市民活動団体と庁内関係課と
の連携強化策

ＮＰＯ法人との協働事業数 31件（23年度） 31件（23年度）
40件（26年度）

〔45件（28年度）〕
5-5

10
新規

安心安全課
危機管理課

地域安心安全推進指導員の設置 自主防災組織結成率 67.8％（23年度） 70.2％（23年度末）
73％（26年度）

〔75％（28年度）〕
5-10

地域消費者ガイド修了者数（累計） 46人（20年度末） 93人（23年度末） 174人（26年度末） 5-11

消費生活センター 地域消費者リーダー委嘱者数（累計） 21人（21年度末） 48人（23年度末） 63人（26年度末） 5-12

消費生活スペシャリスト数（累計） 2人（21年度末） 4人（23年度末） 6人（23年度末） 5-13

12 環境協働課
環境パートナーシップかごしまによる
環境に関する取り組みの推進

エコパかごしまワーキンググループ活
動総回数

70回/年（21年度） 70回/年（23年度） 80回以上/年（毎年度） 5-14

プロジェクト実施校区数 3校区/年（21年度） 3校区/年（23年度） 5校区以上/年（毎年度）

まち美化地域指導員の新規認定者数 187人/年（21年度） ◎ 235人/年（23年度） 200人以上/年（毎年度）

14 地域福祉課 地域福祉ネットワークの推進
ネットワーク登録団体等福祉館利用件
数

2,917件/年（21年度）※6月～3月 ◎ 4,625件/年（23年度）
4,100件/年（26年度）

〔4,500件/年（28年度）〕
5-16

地域に根ざした消費者啓発の推進

(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

(5) 市民との協働の推進　（8項目、11指標）

32
新規

13

実　施　項　目

所　管　課

11

所　管　課

環境衛生課
「地域と学校連携プロジェクト事業」
の推進及び「まち美化地域指導員」の
認定支援

5-15

実　施　項　目

3-35交通局総合企画課
鹿児島市交通事業経営健全化計画の推
進
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最左の「Nｏ.」列で「新規」としている項目は、新たに数値目標を設定した項目である。
実績値の「◎」は、当該実績時点において数値目標を達成している指標である。

実施項目における数値目標一覧　（36項目、47指標）

№ 指　　　標 策　定　時 実　績　値 目　標　値
分類
番号

1

人事課
水道局総務課
交通局総務課
船舶局船舶運航課
(船舶部船舶運航課)

インターンシップ（職場体験学習）の
受入れの推進

インターンシップ（職場体験学習）受
入人数

　人事課：159人（21年度）
　水道局： 12人（21年度）
　交通局： 49人（21年度）
　船舶部： 18人（21年度）

　人事課：140人（23年度）
　水道局：  6人（23年度）
　交通局： 31人（23年度）
　船舶部： 29人（23年度）

　人事課：100人以上/年（毎年度）
　水道局： 15人以上/年（毎年度）
　交通局： 60人以上/年（毎年度）
　船舶部： 30人以上/年（毎年度）

6-1

3 地域福祉課 わがまち市役所ボランティア隊の活動 わがまち市役所ボランティア隊会員数 167人（21年度） 211人（23年度） 250人（26年度） 6-7

環境配慮率先行動計画の推進 温室効果ガス総排出量
122,357トン（北部清掃工場を除く）

（co2換算　20年度）
20年度比2.7％増加（22年度） 20年度比3％削減（23年度）

電気使用量
128,428,574kwh（北部清掃工場を除く）

（20年度）
◎ 20年度比6.0％削減（22年度） 20年度比3％削減（23年度）

水の使用量
1,884,492㎥（北部清掃工場を除く）

（20年度）
◎ 20年度比7.0％削減（22年度） 20年度比3％削減（23年度）

5

管財課
谷山支所総務課
環境衛生課
地域福祉課
消防局総務課
市立病院総務課
水道局総務課
教育委員会施設課
ほか

公共施設への緑のカーテンの設置 緑のカーテン設置施設数 　53箇所（21年度末） 147箇所（23年度） 168箇所（26年度末） 6-6

6 環境保全課 公用車への低公害車の導入推進
購入する公用車における低公害車の割
合

90％以上（21年度） ◎ 100％（23年度） 90％以上（毎年度） 6-5

8 環境政策課
公共施設への太陽光発電システムの導
入

平成22年度から26年度に設置する太陽
光発電システムの総定格出力量(累計)

0kw（既存施設の総定格出力量は927.4kw
（21年度末））

317kw（23年度末）
小中学校整備分を含む

1ﾒｶﾞﾜｯﾄ（26年度末）
小中学校の整備分（6-9）を含む

6-4

9 教育委員会施設課 小中学校への太陽光発電装置の整備
平成22年度から26年度に設置する太陽
光発電システムの総定格出力量(累計)

0kw（既存施設の総定格出力量は780kw
（21年度末））

120kw（23年度末） 0.6ﾒｶﾞﾜｯﾄ（26年度末） 6-9

10 教育委員会施設課 学校施設の緑化推進 校庭芝生化、緑陰空間等の整備校数 小学校23校、中学校12校（21年度末）
小学校45校、中学校24校、幼稚園1

園（23年度末）
休校を除く全市立小・中・高等学校・
幼稚園118校4園（26年度末）

6-10

全車両に占めるノンステップバスの割
合

25.6％（21年度末） 34.6％（23年度末） 49％以上（26年度末）

新規購入車に占める低公害車の割合 100%（21年度） ◎ 100％（23年度） 100%（毎年度）

12
船舶局船舶運航課
(船舶部船舶運航課)

環境にやさしい新船の建造 環境にやさしい船舶の数 1隻（23年度末） 1隻（23年度末） 2隻（26年度末） 6-12

4

11 6-11交通局バス事業課

6-3

所　管　課

低公害低床バスの導入

環境政策課

(6) 社会貢献活動の充実　（10項目、13指標）

実　施　項　目

※主な3項目を掲載。
※24年度以降は新たに策定する地球温暖化対策ア
クションプラン（事務事業編）の中で取り組む。
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